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1。 設立の経緯

(1)　OECDの 勧告(別 紙1。　 OECDト ンネル勧告会議 の結論 と勧告)

1970年6月 ワ シン トンで開催 されたOECD経 済協力開発機構主催 の トンネル勧告

会議 において参加国20ケ 国によって採択 され た勧告 は、各国政府に送付 され当協会

設立 の大 きな動機 となっている。 その要旨は、次 の5項 目で ある。

① 各国政府 は、地下利用 の調査 と建設技術 の改良を促進す るため国家 レベルの中心

機関を設 置す ること。

② 各都市地域毎 にeel-一・機関 によ り地下利用計画 を策定 し運用 するよう各国政府が適

切 な措置を とること。

③ 公共投資の策定 にあた って は、地上地下の利用効果を十分考慮す ること。

④ 各国 は、地下利用技術 の開発 と地下利用の促進措置を図 ること。

⑤ 各国 の中心機関 は、緊密 な連携を とり国際協力を図 ること。

また 日本で は、1969年2月OECD研 究協力委員会都市開 発運輸研究 グループが勧

告会議開催を決定 したため、 その準備 のため運輸、建設両省関係者連絡会を設置 し、

土木学会 に対 し実務処理を依頼 した。土木学会 は、1973年7月 、 この勧告に対処 する

ため新たな組織 の設置 を両省に対 し要請 した。

② 国際 トンネル協会及び日本 トンネル協会 の設立

OECD勧 告を受 けた各国 は、その主旨に沿 って準備 を進 めていたが、1974年4月

29日 オ スD,一・`にお いて国際 トンネル協会の設立総会が、 また、同年4月28日 わが国 は

日本 トンネル協会を設立 し、同年9月 国際 トンネル協会 の加盟国代 表機関 と して登録

された。

(3)社 団法人 日本 トンネル技術協会 の設立

任意団体、 日本 トンネル協会 は、篠原武司会長 のもと日本鉄道建設業協会 において

処理 していた事務局業務を1974年9月 に引継 ぎ、事業の組織化 と積極的活動を図 るた

め1975年5月 社団法人設立総会を開催 して運輸、建設両大 臣あて公益法人 の設立許可

を 申請 し協議を重 ねた。同年8月1日 許 可を受 け、 日本 トンネル協会の財産及び その

一1一



他の権利義務を継承 して同日社団法人日本 トンネル技術協会を設立した。

設立申請にあたり添付 した設立の事由は、別紙2の とおりである。

2。 定款 と規程

(1)定 款(別 紙3)

② 入会金及び会費規程(別 紙4)

3.会 員

設立以来 の会員 の推移 を示す と次のとお りである。

年月
団 体 会 員 個 人

会 員

正会員

計
準会員

名誉

会員
合 計 備 考

特級 A B C D 小計

50.3 0 33 14 31 82 160 ⑪ 160 ⑪ ⑪ 160
個人会員
発 足

51。3 0 35 14 34 99 182 474 656 94 1 751

52。3 ◎ 35 1魂 34 99 195 1,362 1,557 115 1 1,673

53。3 0 36 13 31 123 203 1,457 1,660 114 1 1,775

54。3 3 34 13 30 130 210 1,415 1,625 108 1 1,734
特級会員
発 足

55.3 3 34 14 30 130 212 1,382 1,594 105 1 1,700

56。3 3 34 13 30 133 213 1,475 1,688 105 1 1,794

57。3 3 34 14 29 137 217 1,718 1,935 0 1 1,936

58。3 3 34 15 29 145 226 1,783 2,009 0 1 2,010
団体会員
会費改訂

59。3 3 34 15 31 140 223 1,803 2,026 0 1 2,027

60。3 3 34 16 30 145 228 1,870 2,098 0 1 2,099
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4。 組織及び役員等

(1)会 議 協会の運営上重要な事項を審議する 「総会」は、毎年1回 事業年度経過後

2ケ 月以内(5月)に 、また会務の執行に関する事項を審議する 「理事会」は、毎年

6回 程度隔月に開催している。

② 執行機関 会長、副会長は、各種委員会を活動母体として会務を統括 し、事務局

には専務理事、常務理事が常勤 して会務を処理 している。

(3)諮 問機関 顧問、評議員会は、毎年2回 開催 し会長の諮問に応えている。

(4)役 員、顧問、評議員及び各種委員会委員長名簿(別 紙6年 次別名簿)

5。 運 営

(1)総 会開催経過

年月日 会 場 出席者数 委任状数 合計数 会員数

S

設立総会 50.5.21 東 京 会 館 181名 113名 294名 336名

第2回 51.5.20 同 上 177 280 457 656

第3回 52.5.30 同 上 151 794 945 1,557

第4回 53.5.29 東京プ リンスホテル 169 765 934 1,660

第5回 54.5.28 東 京 会 館 184 763 947 1,625

第6回 55.5.12 東京プ リンスホテル 211 650 861 1,594

第7回 56.5.28 東 京 会 館 217 802 LO19 1,688

第8回 57.5.28 同 上 156 1,036 1,192 1,935

第9回 58.5。9 同 上 241 1,110 1,351 2,009

第10回 59.5.31 同 上 191 1,171 1,362 2,026
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② 理事会開催経過

回 年 度

1

回 数 理事延入員 監事延人員 合 計
1

1～9 設立～51/3 9 盆59 27 286
1⑪～17 51 8 226 16 242
18～26 52 9 245 鎗 267
27～33 53 7 199 18 217
3魂～40 54 7 2⑪5 18 223
41～46 55 6 161 18 179
4マ～53 56 7 2⑪7 19 226
54糧 δ9 57 6 16魂 18 182
6⑪～66 58 7 187 2⑪ 207
67～7£ 59 6 154 16 17⑪

(3}顧 問評議員会開催経過

年度 5⑪ 51 52 53 54 55 56 57 58

「

59

圖数 1 2 2 露 黛 慧 黛 £ 黛 2

出庸者数 23 魂6 魂9 4魂 魂3 41 5念 5魂 魂2 49

㈹ 総務委員会開催経過

年度 5⑪ 51 52 53 54 55 56 57 5冒 59

回数 1⑪ 9 7 書 7 13 1⑪ 1⑪ 1⑪ 13

出席者数 99 77 68 68 77 97 71 93 9露1 96

6.事 業

(1)定 款 の所定事業

定款第4条(別 紙3

(2}調 査研究活動

に定 める事業を行 っている。
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①委員会の活動状況表
回数

出席人員

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 合計

契 約 委 員 会
25 47 15 坦81 坦

88
15 16 13

48-一 一

369
65 一一532281 370 142 135 138 104 一 一

689 4,574

積 算 委 員 会
32 44 59 33 22 20 33 22

255 352 416 281 175 154 313 231

施工技術委員会
』
491

56 34 』
571

』
818

138 102 125 104 133 864
544 386 1,615 1,104 1,496 1,162 1,321 9,508

安全環境委員会
29 44 45 50 61 112 70 』

555
』682 58 613

291 302 501 510 679 988 516 580 5,604

資材機械委員会
16 33 22 13 13 12 15 12, 136一

141 357 217 103 140 113 136 121 1,328

研究開発委員会
⊥6 上66 ⊥8 ' 』240 10 11 24 74

104 157 208 789

地下利用委員会
3 5 ⊥

7617 59

保守管理委員会
13 11 24

176 168 344

海峡線
文献調査特別

委員会

9 9 11 11 8 13 12 10 10 12 105
80 73 106 112 70 118 111 69 90 79 908

その他特別
委員会

11 15 38 32 24 10 25 10 31 66 262
146 177 464 477 295 123 288 126 429 831 3,356

東京国際会議
実行委員会

41 43 84
293 314 607

国 際 委 員 会
11 16 11 12 12 21 15 10 8 13 129

120 181 187 123 115 161 126 184 73 96 1,266

会 誌 委 員 会
12 13 12 12 12 12 12 27 32 23 167

90 100 一 76 80 90 97 194 279 206 1,297

事 業 委 員 会
9 25 18 11 16 13 12 10 10 13 137

116 244 181 149 160 149 162 125 118 187 1,591

計
遡
2,011

302 308 284 246 368 329 308 355 423 3,135
2,700 2,984 2,863 2,620 3,654 3,231 3,209 3,552 4,424 31,248
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② 各委員会の活動内容(自 主および受託研究)

1 契 約 委 員 会
積 算 委 員 会

年度 自 主 受 託 自 主 受 託

50 。各発注機関の条件変更条項の一部について比較検討 。 「事前調査と施工条件の示方」 。山岳工事について積算の構成、契約工事種別及び機

し た 。 <日 本鉄道建設公団> 械損料の調査を行 った。
。ITA契 約部会に日本における条件変更の事例を発 。米国文献 「地下工事のより良い 。シール ド工事について、積算価格 の構成 について検

表 した。 契約手法」の翻訳編集 討 した。
|

<日 本土木工業協会> ・開削 トンネルの積算体系について検討 した。

51 。長大 トンネルの条件変更について検討 した。 。 「長大山岳 トンネル工事契約示 ⑬開削 トンネルの請負工事費 の構成について検討 した 。 「仮設建物等の実態調査」

。米国科学技術院 トンネル技術委員会編 「地下工事契 方のあり方に関する調査研究」 <日 本鉄道建設公団>

約慣行の改善方策」を翻訳頒布 した。 <日 本鉄道建設公団>

52 。トンネル工事の条件変更についてのITA議 題お よ 。シール ド工事 の実態調査を実施 した。 ◎ 「トンネル工事濁水処理工

び78東京国際会議への対応を検討 した。 。開翻 トンネル工事 の工事費、経二費について調査を行 法の経費に関する調査」
。トンネル工事契約 に関 して機関紙 に揚載 し、 また討 っ た 。 <日 本国有鉄道>

論会を実施 した。

53 。78東京国際会議の契約部門の発表討議に協力推進 し 。　「NATMの 積算及 び契約示方 ・前年度実施 したシール ド工事 の実態調査 の集計、

た 、 に関する資料の収集並びに分析 解析を行 った.
・機関紙に 「契約入門講座」を連載 した。 調査」(積 算委と合同) 。開削 トンネルの前年度実施 した調査結果を集計、

<日 本鉄道建設公団> 分析 した。

54 。ITAで 議決された 「地下工事の契約に関する勧告 。前年度か らの受託を繕続 し完了 ・ 「都市 トンネルの積算資料」を刊行 した。

」の徹底 について検討 した。 し た 。

・工事契約における地質調査と岩盤分類の考え方につ

いて調査研究を実施 した。

55 。ITA「 トンネル工事請負契約における危険負担 に 。安全経費の実態調査を行 った。

関する勧告書」を広報した。
。岩盤分類の現状 と問題点をまとめた。

。ITAへ の労働条件に関す る報告について検討 した。

56 。契約示方の改善 に関す る情報 ・資料 を収集 した。 。安全経費 の実態を解析 し、積算のあ り方を検討 した。

。岩盤分類のあ り方 につ いて検討 した。 。都市 トンネルの"ず り処理費、現場人件費"に つい

。ITA課 題 「完成保証等の勧告案」について検討 した。 て実態調査 し積算のあり方を検討 した。

57 。ITA勧 告案 「地 山性状等」につ いて検討 した。 ・都市 トンネルの"営 繕費"の 実態調査 を行 った。

。施工 中の地山評価 の基準等について検討 した。

58 <契 約積算委員会に改組 した>
。ITA勧 告案 「履行保証、総合保険計画」について　　　　　　　　　　　　　　　　　　 。NATMの 契約・積算上の問題について調査を行 った。

検討 した。 。都市 トンネルの営繕費 について解析検討 した。

59 。ITAの 課題 「支給品等の契約」について検討した。　 。NATMの 積算について検討を行った。
。NATMの 契約 のあ り方について検討 した。 。都市 トンネル工事関係者 の意識調査を行 った。

。10周年記念 シンポジウム 「契約積算 」の企画準備を行 った。
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施 工 技 術 委 員 会

陵1 自 主 受 託

150
1
}51

。トンネル工事の高速施工を図るため内外の文献及び動向調査を行 った。 。　rNATM工 法に関する資料収集」<日 本国有鉄道>
。 「トンネル施工法の改善方策に関する調査及び長大 トンネル施工速度向上方策の意識調査に関する

調査」<日 本国有鉄道>

◇前年度の実態調査結果を検討 し、急速施工の改善対策について研究を行

った。

。 「トンネル工事による湧水渇水に関する実態調査の集計」<日 本国有鉄道>
。 「トンネル漏水及びつ らら防止工の調査研究」<日 本国有鉄道>
。 「膨張性地山における鉄道 トンネルのNATMの 適応性に関する文献資料の調査研究」

<日 本国有鉄道>
。 「京葉線台場ずい道(品 川埠頭付近)工 事のシール ド掘削技術に関する研究」

<日 本鉄道建設公団>
◇ 「北陸自動車道膨張性地山 トンネルの調査設計に関する研究」

<日 本道路公団>

52 。前年度 に引続 き、 改善対策 について研究 を行 った。

。 トンネル内 の漏水及びつ ららの防止策について調査醗究を行 った。

。 「トンネル漫水の排水設備及び水利用状況に関する実態調査」<日 本国有鉄道>
・　rNATM施 工鯛の収集調査」<日 本国有鉄道>

53 ・全面遮承を目的 とした工法の措針作成に着手 した、 ・ 「アース 昏ンネルの設鱗旛工法 に関す る資料収集調査 」<日 本国有鉄道>

。 「ステール ファイバーコ ンクリー トに関す る調査研究 」<新 日本製鉄弛4社>

⑬ 「関越 トンネル ロックボル トエ の現場設計法 に関す る翻究」<日 本道路公団>

⑬ 「鉄道 トンネルNATMの 計灘指針に関す る調査研究 」<日 本国有鉄道>

⑫ 「蒋殊断面 トンネル の設計施工法 に関する研究」<横 浜市>

54 ⑬前年度に引続き、全面遮水工法の指針作成作業を行った、 ・ 「スチール ファイバーコ ンクリー トの設計旛工旛針 」<鋼 材 クラブ>

@「 海 南湯浅道路換気立坑 の設計施工技衛に関す る調査研究」<日 本道路公団>

・ 「関越 トンネル ロ ックボル トエ の現場設計法 に関す る研究(2)」<日 本道路公団>

⑬ 「トンネル ラィニ ングの合理的旛工法に関 する調査研究 」<日 本国有鉄道>

・ 「膨 張性地山にお けるNATMの 施工法 に関す る調査研究 」<日 本国有鉄道>

。 「四国横断道 トンネル群 の設計施工 に関 する調査研究」<日 本道路公団>

・ 「地下鉄3号 線山岳 トンネル部分 の設計及び施工 に関す る調査研究」<横 浜市>

55 ・地質変動に対応 しやすい工法及びその急速施工について実態調査と問題

点を抽出した。

・ 「山岳 トンネルの漏水防止工の設計施工に関する調査研究」<日 本道路公団>
・ 「膨張性地山におけるNATMの 施工法に関する調査研究②」<日 本国有鉄道>

。「地中送電用深部立抗洞道の調査、設計、施工指針」<東 京電力>
。「四国横断道山岳 トンネルにおける特殊施工に関する調査研究」<日 本道路公団>
。「トンネル爆破技徳に関する調査研究」<日 本道路公団>

56 ・全面防水工の設計施工指針に関する調査研究を実施 した。 。「トンネル爆破技術に関する調査研究②」<日 本道路公団>
・r地 中送電用深部立坑澗道の調査、設計、施工指針」<東 京電力(株)>
。　rNATMの 合理的施工法の研究」<日 本国有鉄道>
。「硬岩NATMに おける二次覆工の設計、施工に関する調査研究」<日 本国有鉄道>
。「鉄道 トンネルのNATMの 計測に関する調査研究」<日 本国有鉄道>
。「山岳 トンネルの事前調査に関する研究」<日 本道路公団>

一8一 一9一



施 工 技 術 委 員 会

年度

57

58

59

自 主

。前年度に引続き 「全面防水工法の設計施工針に関する調査研究」を実施

した。

。 「トンネル技衛 に関 する意識調査 」を企画準備 した。

・前年度 に引続 き、 「山岳 トンネルの全面防水工法 の設計、施工(シi・'一一ト

防水工)に 関す る調査硫究」を実施 した。
・ 「裏込注入に関 す るア ンケー ト調査 」を実施 した。

・ 「トンネル工事用機槻便覧」を編集 した。

・ 「意識調査」の結果 を、昭和50年 の調査 と朗比、集計 した。

。鱒周年記念 シンポ ジウム 「明 闘の トンネル技衛 を探 る」の企画準備を行

った。
・前年度 に引続 き 「山岳 トンネルの全面防水工法 の設計 ・施工(シ ー ト防

水工)に 関す る調査研究 」を実施 した。
。 「トンネル工事用機絨便覧」を刊行 し、 「トンネル工事用機櫨 の歴吏」

の編 さん に着手 した。
。 「シール ド工事 の裏込注入」 シンポジウムを開催 した。

。10周年記念 シンポ ジウム 「シール ド機種の選定 」の企画準備 を行 った。

受 託

。　「NATMの 合理的施工法 の研究(2)」

。 「硬岩NATMに お ける二次覆工 の設計施工に関する調査研究(2)」

。 「鉄道 トンネルNATMの 計測 に関す る調査 」

・ 「山岳 トンネル の事前調査 に関す る研究②」

◇ 「プ レキ ャス ト覆工に関する研究」

・ 「民家密集地 にお ける被 りの浅 い トンネル工法 の検討」

・ 「鷲羽山 トンネル の技衛検討業務」

<日 本国有鉄道>
<日 本国有鉄道>
<日 本国有鉄道>
<日 本道路公団>
<日 本道路公団>

<本 州四国連絡橋公団>
<本 州四国連絡橋公団>

・ 「鉄道 トンネル にお けるNATMの 映付 コ ンク リ・…一トによる トンネル覆工 の調査研究 」

<日 本国有鉄道>
・ 「山岳 トンネルの地山評緬 に関す る研究」<ff本 道路公団>

ゆ 「山岳 トンネル の坑口部 および坑内交又部 の設計施工 に関す る硫究」<日 本道路公団>

。 「京葉都心線 トンネルの設計施工技衛 に関す る研究 」<日 本鉄道建設公団>

。　「TBMに よる山岳 トンネル破砕帯郡 の推進速度 商上対策および地山安定工法 の設計」

<関 西電力>
⑬ 「鷲羽山 トンネル の技衛検討業務」<本 捌四国連絡橋公団>

>

>

>

>

>

>

>

団
道
団
団
団
団
力

公
鉄
公
公
公
公
電

設
有
路
路
設
橋
京

建
国
道
道
建
絡
東

道
本
本
本
道
連

く

鉄
日
日
日
鉄
国

本
く
く
く
本
四

ヨ究硯るす関に工計設のルネントし慮考を搬運りずるよに式方ヤイ陵
I:I:Iく

ヨ究研査調の工覆るよにト

日

州

ヨ

<
本

>

<

ヨの侵究研るす

日

関

2
に

の

一
ヨ

エ

そ

り
鋤

施

く

ク

の
計

究

ン
そ
設

研

コ
く

の

の

付

究

部

衛

吹

研

又
技

ヨ究研査調の定測諸の

の

る
交

工

ヨ

め

M
す

内

施

務

た

T
関

坑

、
業

の

A

に
び

計

討

工

N

緬
及

設

検

施

る
評

部

の
術

、

け

山

ロ

ル
技

計

お

地

坑

ネ

の
設

に

の

の

ン

ル

ル

ル

ル

ル
ト
・ネ

ネ

ネ

ネ

ネ

線

ン

ン

ン

ン

ン
心

ト

ト

ト

ト

ト
都

山

的

道

岳

岳

葉

羽

理

鉄

山

山

京

鷲

合

L
__

L
_
_

L_._

L_
_
_
L__
_
L
_
_

O

一10一 一一11-一



安 全 環 境 委 員 会

年度 自 主 受 託

50 。工事中の周辺環境保全に関する、規制基準および対策事例の収集検討を 。 「運搬設備危害防止基準」<労 働省>

行 った。 。 「トンネル工事濁水処理方法に関する調査研究」<日 本道路公団>

51 。 「トンネル工事における肌落 ち等による危害防止基準」<労 働省>
。 「トンネル工事の発破振動および騒音対策に関する調査研究」<日 本道路公団>

52 。ITA安 全部会課題に対応 し、 「安全色 と標識の標準化の研究」および 。 「シール ド工事 の安全施工技術基準」<労 働省>

「イン ドと日本の安全規劉 の比較調査 」を行 った。 ・ 「薬液注入工事による環境汚染防止に関する調査硯究」

53 。ITA保 守管理部会対策 として、 トンネル の保守 に関す る国 内資料 の収 。 「地下工事における換気設備等に関する技衛基準」<労 働省>

集および実態調査を行った。 。 「トンネル工事の仮設備とその環境対策に関する調査研究」<日 本道路公団>

54 。来年度か ら 「安全硯修罰度」を発足 させるよう準備を進めた。 ⑬ 「トンネル工事における爆発防止に関する技爾基準」<労 働省>
・亙TA安 全部会 の討議に参加 し、安全法規、標識、統計等について意見 。 「地表沈下の防止対策に関する調査研究」<日 本道路公団>

を交換 した。 また次のブ リュ ッセル総会 の主題 「安全」 に対す る準備を 。 「トンネル変状の実態調査 とその原因の解明に関する硯究ω」<日 本国有鉄道>

進 めた。 ・　「NATMに よ る トンネル改築 に関す る調査ll)」<日 本国有鉄道>

。ITA保 守管理部会の討議に参加し意見を交換 した。

55 。安全硫修用 テキス ト等の準備を進めた. 。 「坑内の照明、通路等の作業環境に関す る技衛墓準 」<労 働・省>

⑳ITA安 全部会 の討議 に参加 し、 「発破、坑内運搬」 の安全 に関す る原 。 「山岳 トンネルの地表沈下防止および不良地盤対策に関する調査研究働」<日 本道路公団>

案に対する意見を調整 した。 。「トンネル変状の実態調査 とその原因の解明に関する硯究働」<日 本国有鉄道>
。ITA保 守管理部会の討議に参加 し意見を交換 した。 。　「NATMに よる トンネル改築 に関する調査②」<日 本国有鉄道>

56 @ITA安 全部会に参加 し、 その課題(安 全技術基準等)に ついて検討 し 。「坑内で使用する建設機械に関する安全作業基準」<労 働省>

た. 。 「トンネル施工 に伴 う湊水、渇水に関す る調査研究(D」<日 本道路公団>

。ITA保 守管理部会 に参加 し、その課題(ケ ース ヒス トリー等)に つい

て検討 した)。

57 ・前年に引続きITA安 全部会、および保守管理部会の課題について検討 ・「トンネル建設工事における安全施工のためのボーリング等の事前調査方法等に係る基準の研究」

し た 。 <労 働省>
・ 「トンネル建設工事 に係 るセーフテ ィアセスメ ン ト指針 の具体的手法に関 する研究」<労 働省>

・ 「トンネル施工 に伴 う湧水、渇水に関す る調査研究②」<日 本道路公団>

58 。ITA安 全部会 の課題(安 全ガ イ ドライ ン、坑内電気設備、圧縮空気使 。 「推進工事の安全施工基準に関する調査研究」<労 働・省>

用作業)に つ いて検討 した。 ・ 「トンネル内吹付 コ ンク リー ト旛工時 の坑内作業環境 に関す る調査研究」<日 本道路公団>

。 「トンネル工事 の環 境保全対策」作成 のための検討を行 った。

59 。ITA安 全部会 の課 題につ いての コメ ン ト及び 日本 の実情を回答 した。 。 「ナ トムにお ける安全対策 に関す る調査研究」<労 働省>

。 「トンネル工事 の安全」連載講座を企画 した。 。 「トンネル内吹付 コ ンク リー ト施工時 の坑内作業環境 に関す る調査研究(そ の2)」

。10周年記念出版 として 「トンネル工事 と環境保全対策」の編さんに着手 <日 本道路公団>

し た 。
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資 材 機 絨 委 員 会 研 究 開 発 委 員 会

年度 自 主 受 託 年度 自 主 受 託

50 ・ 「トンネル工事用機槻設備調査」 53 ・ITA研 究開発部会 の課題 と して 「アジ

<日 本国有鉄道> アにお ける シール ド工事 とその動向」を

ま とめ た。

51 ・機誠設備の調査結果をもとに、使用状 ・ 「急速先進ボー リング機械 に関す る調査 54 ・ITA研 究開発部会 に参加 し、 日本 のシ

況の傾 向を まとめた。 研究」<日 本道路公団> 一ル ド工事 の特牲等 につ いて報告 した。
・ 「ダクタイル鋳鉄製パ イプ支保工の実用

化に関する試験研究」
<久 保田鉄工 《株)> 55 。ITA研 究開発部会 に参加 し、TBMに

ついて討議 した、

52 ・ 「トンネル工事用機械ハ ン ドブ ック 。 「ダクタイルパ イプ支保工 の実用化 に関

(上)」 を編集 した。 する研究」 56 ・トンネル技衛文献 リス トの作成 に着手 し

。フ ァ イバ ー コ ンク リー トの現 状 につ い た 。

て調査 した。 <久 保田鉄工禰> 。ITA研 究開発部会の課題(施 工中の湧

水処理)に ついて検討 した。

53 ・ 「トンネル工事用機絨ハ ン ドブ ック

(下)」 の編集 に着手 した。

57 ・rTA研 究開発部会にTBM及 び湧水処

理の報告署を提出した。
54 。前年度継続のハ ンドブ ック(下)」 の ・前年度に引続 き文敵 リス トを作成 した。

編集 に着手 した。

58 。文献 リス トの作成及び海外文献をまとめ

55 。 「資 材 ハ ン ドブ ック」 を刊 行 した。 機関誌に広報 した。
・資材機櫨を調査 し説明会を開催 した.

59 。ITAの 課題 「シール ド工法 の実態調査

56 。トンネル工事用機械の最新資料を集録 」について準備 を行 った。
した 「便覧」の作成 に着手 した。 。10周年記念出版として文献目録の編さん

に着手 した。

57 ・ 「機械便覧」を編 さん した。

58 。施工技術委員会資材機械小婁員会に改組
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防撮対策特別委員会(受 託) 保守管理委員会

年度 自 主 受 託 58

蚤

59

日本国有鉄道東京第三工事局の委託を受けて 「赤羽台 トンネル防撮対策の研究」を
実施した。

58 ⑬ITA保 守管理部会 の課題 「ケース ヒ

ス トリー」 について検討 した。

・ 「鉄道 シール ドトンネルの漏水対策に関

する調査研究 」<日 本国有鉄道>

近接構造物特別委員会 《受託》
59 ・ITA探 守管理部会 の課題 「舞破壊検

査」につ いて検討 した。
◎ トンネル火災朗策 に関す る資料 を収集

した。

・ 「鉄道 シール ドトンネルの漏水対策に関

する調査研究12)」<闘 本国有鉄道> 58

‖

59

東京電力 《鎌)の 委託を受 けて 「重要構造鞠近接部における設計施工指針の研究」
を実施 した。

地下利用委員会 伯 主) 防災施設特珊委員会 優 託》

5璽 鯵国際委員会の小委員会か ら労離 し常設委員会 とし、 亙TA地 下利用部会の諜題 「エ

ネルギー対策」について襖討 した。
58 科学鼓爾庁資源調査既の委託を受けて 「地下空間の開発利用に関する地下防災避難

システムモデルの作成」を実旛 した.

1

帷子遡分承路 トンネル聴剥委員会 《受託)
59 ⑬亙TA地 下利用部会 の活勲に脇力 した。

翰地下空間 の有効利用 」の碑究準備を逓めた。 59 神奈珊県櫨浜治水事務断の委託を受けて 「帷子踊発承路 トンネル工事技衛検討業務
」を実旛 した.

海鍍線文献調査特珊委員会 《受託》

5⑪

蚤

59

昭翻5⑪年度以降、 日本国有鉄道鉄道建設公団青函建設局の委託を受けて 「海鹸連絡鉄

道の技衛に関する文敵資料調査」を実施 し、海外雑誌文1獣等の技衛情報の抽幽整理を
行 った。

近接 トンネル特珊委員会 《受託)

5⑪

事

52

日本道路公団の委託を受けて 「近接 トンネルの設計施工に関する調査碑究」を実施 し

近接 トンネルのより安全で経済的な設計、施工へのアプローチのための研究を行 った

溝承対策特別委員会 《受託)

52

～

56

日本鉄道建設公圃東京斬幹線建設局の委託を受けて 「上越新幹線建設に伴 うトンネル

湧水対策に関する調査」を実施 し、湧水による鞍害防止対策について実態調査 研究
を行 った。

下水道覆工対策特剥委員会(受 託)

56

～

59

東京都下水道局の委託を受けて 「市街地における下承道 シール ド工法の覆工の効果的
なあり方に関する実験的研究」を実施 し、下水処理汚泥の焼却灰軽量骨材の有効利用

および二次覆工用としての普通 コンクリー トの利用について実験研究 し手引書を作成

した。
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(3)講 演会等催物開催実績

尺

＼
15・-59年 度計、＼

＼ 回数 参加者数
50年 度 51年 度 52年 度 53年 度 54年 度

1 見学会 海外 。欧州 トンネル11名 。欧州 トンネル41名 。欧 州 トンネ ル:29名 。北米 トンネ ル:41名

15 527 。香港地下鉄:44名

。香港地下鉄:45名

国内 。上越新幹線中山 トンネル 。奥吉野 48名 。福岡地下鉄:25名 。台 場 トンネ ル:61名 。青函 33名
2回:68名 。大清水 トンネル 34名 。青函吉岡:32名 。上越新幹線:39名 。下郷大戸 41名

54 3,290 。都内地下鉄 90名 。上越新幹線:38名 。青函竜飛:34名 。上越(2回) 70名
。高瀬 38名 。都 下 水道:57名 、49名 。都 下 水道:61名 、・58名 。新宇佐美 77名

。福岡地下鉄:33名 。信越 54名
。奥矢作:29名

2 映画会 東京2回 、大阪2回 東京1回 、大阪1回 東京1回 、大阪1回 東京2回 、大阪1回 東京1回 、大阪1回
(特別講演を 名古屋2回 、札幌1回 名古屋1回 、札幌1回 名 古屋1回 、札幌1回 名古屋1回 、札幌1回 名古屋1回 、札軽1回

含む) 72 11,072 仙台1回 、福岡1回 仙台1回 、福岡1回 仙台1臥 福岡1回 仙台1回 、福岡1回 仙台1臥 福岡1回
9回 参加者:1,553名 6回 参加者:1,261名 6回 参加者:1,015名 7回 参加者:1,271名 新潟1回 、広島1回

8回 参 加 者:1,484

3 施工体験
発表会 16 2,439

第1回 「都市土木における
環境保全対策」東京

参加者206名

第2回 「山岳 トンネル施工
対策」東京

参加者:93名

第3回 「都市土木」東京

参加者159名

。第4回 「NATM」:334名

。「NATM」(大 阪):191名

。第5回 「都市トンネル」東京

参加者123名

4 講習会、 。濁水処理技術:88名 。NATM施 工技術: 。NATM施 工技術: ・NATM施 工技衛:

説明会 。トンネル工事安全対策: 308名 459名 239名
「運搬」86名 。トンネル工事安全対策: 。トンネル工事安全対策: ・トンネル工事安全対策:

46 6,635 。地質調査技術:23名 「肌落ち」92名 「シール ド工事 」125名 「換気設備」118名
◇工事契約討論会:59名 。薬液注入:125名

◇吹付、計測:72名 。M&H説 明会:33名

。吹 付(ハ ー グ氏):40名

5 講演会 。'76ト ンネル技術講演会 。地下貯蔵施設:109名 。'78ト ンネル技術講演会 。NATM(ミ ューラ 博士) 。'80ト ンネル技術講演会

参加者:550名 。'77ト ンネル技術講演会 :467名 :144名 :350名
・Cording教 授講 演 会 :502名 。地下構造物計測技術: 。NATM(ゴ1け 一 氏) 。世良田博士:53名

参加者:60名 158名 :115名 。ク ラフ教授:72名

。ア ール ベル グ トンネル: 。'79ト ン祁 技 術 講 演会 。ゴル サ ー氏:90名

36 6,416 138名 :466名 。カ ール ソ ン氏:82名

。NATM　 (エ ガ ー博 士)

:181名

座談会 。協会設立1周 年座談会 。ペ ック博士を囲む:39名

1

参加者:6名 。東京国際会議:6名
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＼＼

＼ ＼
、

55年 度 56年 度
1

57年 度58年 度 59年 度
＼＼

、

1 見学会1海 外 。欧州 トンネル見学会:40名 ・欧州 トンネル46名 。欧州 トンネル34名 。欧州 トンネル31名 。欧州 トンネル:38名

・イ ン ドネ シアア サ ハ ン:30名 。バ ンコ ック、 香 港33名 ・中南米調査団:26名

。韓国調査団:38名

国内 。名 塩:92名 ◇成 田 47名 。三沢川分水路 50名 。横浜地下鉄 58名 。世田谷 管路:38名 。国分川 69名
。営団氷川台 92名 。有 間 ダ ム:39名 。関越 49名 。第2上 野 57名 。汚泥 プ ラン ト:44名 。安房岡谷 32名
。関越 31名 。名 塩:53名 ・成 田 39名 。名古屋地下鉄 53名 。仙台地下鉄:48名 。北神 56名
。今市発電所 37名 。上野地下駅 42名 。袖 ケ浦(2回) 99名 。真米:173名 。平 野川:47名 。土 湯 17名
。新宇佐美 65名 。藤 白:24名 。天 山 27名 。長峰第2 26名 。青 函 ア プ ローチ:36名 。蛇尾川 75名

・東扇島(2回) 77名 。俣 野 川:15名 。成 田 45名 。都営新宿線:116名 。営団8号 線 97名
。柴又幹線:52名 。青函 36名 。長井坂 40名 。小木津:36名 。仙台地下鉄 36名

。能生子不知 56名

2 映画会 。東京 。大阪 ・名古屋 。東京 。大阪 。名古屋 。名古屋 。札梶 。東京(2回)。 福岡 。大阪 。仙台 。大阪 。札幌

。札幌 。旭川 。仙台 。札軽 。仙台 。新潟 。大阪 。広島 。福岡 。新潟 。名古屋 。札幌

。広島 。福岡 。新潟 。岡 山 。広島 ・福岡 ・函館 。東京 。仙台以上研修会 と

10回:1,399名 9回:1,149名 併催7回346名 第7回1,092名 3回:502名

3 施工体験 。第6回 「山岳、　NATM」 第8回 「シール ド排土管理 」 第10回 「悪条件下 の シール ド」 第12回 「特殊条件下 の シール ド」 第14回 「裏込注入」:92名

発表会 192名 108名 107名 160名 第15回 「悪条件のNATM」
。第7回 「泥水、土圧系 シー 第9回 「不良地質 の トンネル」 第11回 「NATMの 吹付」 第13回 「特殊条件下のNATM」 103名

ル ド」193名 106名 117名 158名

4 講演会 。第1回 ～第4回 資材機械説明 。第5回 資材機械説明 。NATM施 工技術:146名 。NATM施 工技術 。第6回 シ ンポ ジウム

説明会 会:254名 :38名 ・第3回 シ ンポ ジウ ム (東京、大阪):314名 (裏込注入)
。NATM施 工技術:452名 。NATM施 工技術(東 京) (吹 付 コンクリート):260名 。第5回 シ ンポ ジ ウム :190名

。第1回 シ ンポ ジウム :161名 。第4回 〃:209名 (計測 と施工管理) 。セ ー フ テ ィア セ ス メ ン ト研

(ロ ック ボル トエ):255名 。 〃(大 阪):109名 (礫泥水 、礫土圧) 修会(新 潟,東 京)
。第2回 〃:255名 。爆発防止:100名 。山岳安全研修会:194名 :281名 :162名

(泥水、土圧系 シール ド) 。山岳安全施工技術研修会 (大阪、東京、仙台) 。セ ー フテ ィア セ ス メ ン ト研 修 。推進工事安全施工技術研修

(東京) 。都市安全研修会:254名 会(青 森):56名 会(東 京):358名
。地下大空洞の設計 と施工: :197名 (東京、大阪、広島、仙台)

112名 。 〃 大 阪):142名

。都市安全施工技術研修会

(東京):153名
〃(大 阪):116名

5 講演会 。サ ウエル博士 100名 。デ ュデ ック教 授:66名 。 ミ ュ ラ ー 、 エ ガ ーヘ ス パ ー 。シュ ーベ ル ト博 士:71名 。ハ ー ク博 士:68名

。ア ンベル グ氏 76名 。デ ュ フオ ー氏:49名 ン氏(東 京):139名 。青函 トンネル:120名 。'85ト ンネル技術講演会

。マ イヤ ー氏 48名 。'82ト ンネル技術講演会 。 〃(大 阪):92名 。'84ト ンネル技術講演会 :492名

。ペ ツハ ー博 士 109名 :312名 。'83ト ンネル技術講演会 :323名

。'81ト ンネル技術講演会 :440名

:297名 。フ ォ ンツ ー ラ博 士:26名
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(4)図 書資料の頒布(別 紙7頒 布図書一覧表)

自主研究の成果、受託 した調査研究の報告書および講演会、講習会等のテキス ト等

を実費で広 く頒布 しているほか、毎年12月 現在の施工中 の トンネル工事一覧表 のほか

、次年度の主な トンネル工事発注機関の事業内容および協会の事業概要、会員名簿等

を内容 と した トンネル年報を発行頒布 している。

設立以来の各年度毎の頒布件数および昭和59年 度までの頒布部数は、次のとおりであ

る 。

年度 件 数 頒布部数 年度 件 数 頒布部数

5⑪

51

52

53

54

5
8

31

44
53

958
4,297
6,421
7,124
7,339

55
56
57
58
59

86

74
85

104
145

14
11
8
8
8

16⑪

233

266

688

355

合計 635 77,8⑪3

また、設立理来 の頒布部数ベス ト10の図書名 と頒布部数 は、次 のとお りとなっている。

顧位 図書番号 発行年度 図 書 名 頒布部数

1 518 51 運搬設備による危害防止に関する調査研究

報告書 く労働省委託>
4,243

2 5210 52 肌落ち等による危害防止に関する技術基準
報告書 く労働省委託>

3,718

3 5313 53 搬械 ハ ン ドブ ック<自 主> 2,929

4 5602 56 トンネル工事の安全(山 岳編)<自 主> 2,719

5 5314 53 シール ド工法の安全施工技術基準 の研究報

告書 く労働省委託>

1,982

6 5411 54 機櫨ハ ンドブ ック<自 主> 1,797

7 5812 58 NATMの 計測指針に関す る調査研究報告

書(計 測指針案)<日 本国有鉄道委託>

1,702

8 5701 57 トンネル工事の安全(都 市編)<自 主> 1,662

9 5410 54 換気設備指針に関する調査研究報告書
く労働省委託>

1,611

10 5406 54 NATMの 計測指針に関する調査研究報告
書 く日本国有鉄道委託>

1,596
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㈲ 会誌の配布(別 紙8読 者賞受賞者一覧)

会誌委員会(毎 月開催)の 監修により月刊機関誌 灘トンネル と地下"を 会員に配布

してい る。会誌 は、昭和5⑪年1月 に 日本 トンネル協会誌 として"ト ン ネ ル と 地 下

(vo1.6nol.1975)"が 産声 をあげて以来、 トンネル技術 に関 す るわが国唯一

の専 門誌 として 会員に有益 な情報 を提供 し続 けて きてい る。

会誌 の内容 も年 を経 るごとに充実 され、 トンネル関係の知名 な先輩か らいただ く貴

重 な経験、その時 々の時評、今後 の示唆な どの巻頭言 には じま り、次 のよ うな事項を

掲載 してい る。

・トンネル技衛に関 す る研究の成果

・t'内 外の情報

⑳鉄道、道路、地下鉄、サービス トンネル等の施工実績

・トンネルに関 する各種技術 の連載 講座

。興味深 く読 め る随想

・海外視察、 および内外の シンポジウムな どの報告

・トンネル工事 の現 況写真

・全国 の トンネル現場か らの便 り

また、 当協会設立5周 年 を迎えた昭和54年 か ら トンネル と地下 に掲載 された論文報文

を対象 に、毎年、読者 の投票によ り当選 した3～4編 の関係者 に対 し 「読者賞」を設

けて表 彰状 と記念品を贈呈 してい る。

{6)国 際技衛交流

昭和49年9月 に当協会が加盟国代表機関 としてITA　 《国際 トンネル脇会)に 登録

されて以来常設 の国際委員会がITAの 総会、 シンポ ジウム、等各種事業 に参加、協

力 し、作業部会 の活動 に対 しては、各委員会 において参加協力 してい る。
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① 加 盟国

昭 和59年6月 現 在 の加 盟 国 は次 の34ケ 国 で あ る。

1。 南 ア フ リカ2。 西 ドイツ3。 アル ジェ リア4.オ ー ス トラ リア

5。 オ ー ス トリア6。 ベル ギ ー7。 ブ ラ ジル8.カ ナダ

9.中 国10.コ ロ ンビア11.韓 国12.ス ペ イ ン

13。 ア メ リカ14。 フ ィンラ ン ド15.フ ラ ンス16。 デ ンマ ー ク

17。 ハ ンガ リー18。 イ ン ド19。 イ ラク20.ア イス ラ ン ド

21.イ タ リー22.`日 本23.メ キ シコ24.ノ ル ウェ ー

25。 ニ ュ ー ジー ラ ン ド26。 オ ラ ンダ27。 ポ ー ラ ン ド28。 イギ リス

29。 ス ウ ェー デ ン30。 ス イス31。 チ ェ コス ロバ キ ア32。 トル コ

33。 ベ ネズ エ ラ34。 エ ジプ ト

② 総 会 、 シ ンポ ジ ウムの開 催状 況

回 年 開催地 同時開催 シンポジウムテーマ

1 1975 ミ ュ ン ヘ ン

2 1976 ロ ン ドン

3 1977 ス トックホル ム 地 下貯蔵(ロ ックス トア77)

4 1978 東 京 悪条件下の トンネル技術

5 1979 ア トラ ンタ 急速掘進　 (RETC)

6 1980 ブ リュセ ル 安 全

7 1981' ニ ー ス ロ ー コ ス ト

8 1982 ブ ライ トン エ ネル ギ ー(ト ンネ リ ング'82)

9 1983 ワル シャワ 環 境

10 1984 カ ラカス 複雑な地質における トンネル工事

11 1985 プ ラハ 都市における地下施設

12 1986 イ タ リア 大規模地下空洞
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② 作業部会 《昭和60年3月 現在》

ITA作 業部会 部会長 常任代表 研究目標

L標 準 蹴 恥rpi瞼

(仏 》

吉村 恒

(鉄道公団)

トンネル形状 用語などの

標準化

2.研 究 開 発 」.潤30u幽 鱒

《仏)

山本 稔
《都立大学》

トンネル技衛の研究項目の

収集

3契 約 」↓ee職ey

(英 》

小原 副

佃 建連》

請負契約の危険分担対策

4地 下 利 用 鰯3ar蹴er

《ア メ リ カ)

並木 昭夫
(首都公団》

地下利用の法罰、行改など
の情報交換

5。工 事 認 録 福地 合 一

《日本)

北原 正一
《熊谷鋤

各国 トンネノレ工事 の記録収

集

6安 全 凡 臨麗r量琶e

傭 ア)

安原 明
1鉄道公団〕

施工中の安全対策

7課 守 管 理 AJ。 翻o鴨r認

(英)

宮口 弄秀
個 鉄)

完威 魯ンネルの維持対策

8講 造 設 計 翫腕翻ec藍

《西鋤

今田 融

《都立大学》

トンネル講造の設計硫究

9.地 震 騨糺Ha輪 』畿

《英 》

吉村 恒
1鉄道公団》

『ンネルの醗震資料取集

1⑪地 下 輸 送 岡3亙e踊e朧a輸

晒 狸)

渡辺 健
《営 団)

都市地下輸送の費用便益
惰報収集
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別紙1.　 OECDト ンネ ル 勧 告 会 議 の 結 論 と 勧 告

トソ ネ ル勧 告 会 議.ワ シ ソ トソ市 。1970年6月22～26日

(北 村 市 太 郎 訳)

結 論

(1971年1月27日 OECD　 Councilに よ り 承 認)

下 記 に 述 べ る勧 告 は,次 の20力 国 が参 加 し て 開 催 され たOECDト ソ ネ ル 諮 問 会議 に おい て

採 択 さ れ た も の で あ る。

オ ー ス}ラyア

オ ース ト リ ア

ベ ル ギ ー

カ ナ ダ

デ ソ マ ー ク

フ ィ ソ ラ ソ ド

フ ラ ソ ス

ドイ ツ

ギ リ シ ヤ

ア イ ス ラ ソ ド

イ タ リ ア

日 本

オ ラ ソ ダ

ノ ル ウ ェ ー

ポ ル}"ガ ル

ス ベ イ ソ

ス ウ ェ ー デ ソ

ス イ ス

イ ギ リ ス

ア メ リカ 合 衆 国

トソ ネ ル*に対 す る世 界 の需 要 は す で に相 当 の 量 に の ぼ っ て い るが 今 後 ます ま す増 加 す る もの と

予 愚 され る。

本 会議 二!)ため に行 な わ れ た調 査 に よれば,1960～1969年 の間 にOECD加 盟 国 内 では

少 な く と も13,0001m(採 鉱 を 含 め ば430,000㎞)の トソ ネ ル が施 工 さ れ た 。 そ の 掘 削 量

は3億M3(採 鉱 を 含 め ば40億 ㎡)に お よ ぶ もの で あ る。 この 会 議!)開 催 当 時 ・これ ら の 国 々 に

お け る年 間1`ソ ネ ル 工事 費 は10億 ドル(採 鉱 を 含 め ば30億 ドル)と 見積 ら れ て い た 。1970

～1979年 の10年 間 に は トソネ ル に対 す る需 要 は 過 去10年 間 の 需 要 に比 べ 少 な く も2倍 に

な る も の と予 想 さ れ る。

ll　 "
*当 会議で 用い られ てい る トンネル とは,最 終的 に地 表 面 下に位 置 し使 用 され,何 等 かの 方法 で所定 の形状

寸法 に作 られ た空洞で,断 面積が2m2以 上の もの を指 す。
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ます ま す増 加 す るか か る需 要 量 は,鉱 物採 取,公 益 施 設,運 輸 施 設,水 力 關 発 その 他 従 来 の 用

途 範 囲 で の地 下 掘 削需 要 の 増 加 の み な ら ず,都 市地 域 に お け る新 し い 特 疎 な必 要性 か ら も生 ず

る も の で あ る。 都 市人 口 が た え ず膨 張 し,集 中す るにつ れ て,従 来 地 上 に設 け られ て い た多 くの

主 要 機 能 や 施 設(た とえ ば 自動 車 道 路,発 電所,駐 車 場,貯 水 池,下 水 施 設 等)を 地 下 に 収容 し,

地 表 面 を保 存 し 、環 境 の 保 全 を は か る こ と がま す ます必 要 に な っ て く る。 都 市 の 膨 張 が 続 くか ぎ

り,地 下 利 用 に対 す る この 種 の 需 要 は 都 市 開 発 を 計 画 し,遂 行 す る 関 係 者 に 困 難 な問 題 を 投 げ か

け つ つ,急 速 な ペ ースで 増 大 す るで あ ろ う。

か か る問 題 に 効 果 的 に 対 処 す るに は 如 何 な る施 策 を と るべ き か を各 国 政 府 に 勧 告 す るの が 《)E

CDト ソ ネ ル諮 問 会 議の 本 質 的 な 目 的 で あ る。 こ の意 味 にお い て.本 会 議 は従 来 の トソ ネ ルに 関

す る国 際 会 議 と異 な っ て い る。 この 点 につ い て は 過 去 の 如 何 な る技 術 的 会 議 と も興 を 異 に し て

る。 今 日の 技 術 会 議 の 大 部 分 は あ る定 っ た分 野 に お け る学 問 水 壁 を検 討 し,情 報,見 解,お よ び

経 験 を 交 換 す るた め の 場 と して 役 立 つ こ と を 目的 と して い る 。 本 会 議 は1"ソ ネ ル掘 削 と い う特 定

の 技 術 に 対 す る社 会 的 意 義 と,こ の技 術 を環 境 改 善 の た め に 建 設 的 に 利 用 す る こ とに 焦 点 を 合 わ

せ て討 議 す る よ う に意 図 さ れて い る。 した が っ て 本 会議 は トソネ ル の 潜 在 的需 要 を 評 価 し.今 後

か か る潜 在 需 要 を助 長 す るた め に と るべ ぎ積 極 的 公共 施 策 に つ き指 標 を 与 え る も の で あ る。

過 去1⑪ 年 ほ ど の間 に あ る特 定 の トソ ネ ル技 術 で は か な り の進 歩 が 見 ら れた 。 なか で も最 大 限

の 努 力 が 結 集 され た と き は,工 費,工 期 と も50")"ま た は そ れ以 上 節 減 さ れ た例 も あ る特 定 の ト

ソ ネlvで は 見 られ る。 し か し こ の 会 議 の た め に行 な わ れ た 調 査 に 参 加 し た各 国 の 間 で は,ト ソ ネ

ル技 術 は 更 に 根 本 的 な改 艮 が必 要 で あ り,ま た可 能 で あ り達 成 し う る と い う点 で 意 見 の 一 致 を 見

ら れ る。 単 に 工 費 や 工 期 の 大 幅 な節 減 の み で な く,特 に 都 市 地 域 に お け る トソ ネ ル 工 事 が お よ ぼ

す好 ま し か ら ざ る影 響,す なわ ち 騒 音,ほ こり,振 動,地 盤 沈 下 等 も ま た最 小 限 に抑 止 す る こ と

が で ぎ る。}ソ ネ ル技 術 の改 良 を 促 進 し,ま た あ る面 で は か か る改 良 の 促 進 を頑 固 に 拒 む種 々 の

障害 を 除 去す る た め に も各 国政 府 の 適 切 な措 置 が 期 待 さ れ或 い は 必 要 不 可 欠 な もの と思 わ れ る 。

しか し これ は進 歩 が 短 期 間 に 容 易 に な され る とい う こ とを意 味 す る もの で は な い 。 現 存 す る 問

題 を解 決 す る万 能 薬 は 存 在 し な いの で あ る。 地 盤 状 態 の変 化 と い うぎ わ め て 重 大 な要 素,個 々 の

トソ ネ ル掘 削 延 長 と直 接 関 孫 す る も の以 外 に,ト ソネ ル 掘 削に 含 ま れ る各 種作 業,工 事 条 件 の 多

様 性 、工 事 規模 と最 適 施 工 計 画 の関 連 性 一 これ らす べ て の 要 因 が進 歩 を 複 雑 化 し,か つ 普 遍 的

に 適 用 で ぎ る単 純 な 解 決 法 を 阻 んで い る8

更 に 種 々の 制 度 上 の要 因 に よ り}ソ ネ ル技 術 の 急 速 な改 良 が 妨 げ ら れ て い る。 た と えば,ト ソ

ネ ル掘 削 は異 な った 圃 的 の た め に は 異 な った 妓 術 を要 す る と見 な す 傾 向 が 技 術 の 進 歩 を 妨 げ て い

た 。 今Bま で 『ソ ネIv掘 削 工 法 の 相 違性 と い う こと に あ ま1)重 点 が置 か れ,そ の 本 質 的 類似 性 と

い う こ と に注 意 が ほ と ん ど払 わ れ なか っ た。 次 に 『ソネ)v掘 削 は統 一 され た シ ス テ ム と して 考 え

ら れ ず 各 橦 技 術 の 混 合 さ れ た もの と考 え られ る傾 向 が 多 い 。 研 究 調査 が トソ ネ ル掘 削 工 橦 の種 々
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の要 素 に つ い て 。片 寄 っ て な され て い るた め,あ る 重 要 部 門 に ほ と ん ど注 意 が 向 け られ て い な い 。

最 後 に,ト ソネ ル 工 事 の マ ー ケ ッ トは非 常 に 断 続 的 か つ 予 測不 可能 な るた め に 新 技 術 の 急 速 な る

普 及 に は適 して い な い と い え る。 最 近 の 最 も著 し い 革 新 は:K;Bむ ね 長 期 に わ た っ て特 定 の 目的 に

た め に トソネ ル技 術 の 促 進 が 継 続 し て 行 な わ れ て きた 分 野 に 見 ら れ る。

上 述 の要 因 一 トソネ ル掘 削技 術 の 本 質 的 な困 難性,制 度 上の 障 害 、地 下施 設 の利 点 に 対 す る

認 識 不 足 一 こ れ ら す べ て が 土 木 工 学 の 他 の 部 門 に 比 し トソ ネ ル掘 削技 術 の 発 達 を お く らせ る原

因 と な って い る。 公 共 の福 祉 の ため に}ソ ネ ル技 術 を 最 も有 効 に 利 用 す る こ と に よ り 目 的 が達 成

され る。 した が っ て これ を 阻 む 種 々 の 障 害 を 明 確 に し,可 能 な 限 り これ を 排 除 せね ば な ら な い。

か か る 背 景 か ら1本 会 議 に お い て は 次 の各 項 目に つ き各 国 政 府 の 配 慮 と適 切 な る措 置 を 勧告 す

る◎

1.各 国 に お い て 中心 機 関 の必 要 性 。

2.地 下 利 用 の 計 画。

3.投 資 お よ び計 画 の決 定 に際 し総 費 用 と総 利 益 を 比 較 す る考 え 方 を す る こと。

4。 技 術 進 歩 の 促 進 。

5.国 際 協 力 。

これ ら5つ の 勧 告 は 以 下 に 詳 述 す る。

こ れ に 続 き}`ソ ネ ル掘 削 に つ き最 も技 術 的 に要 求 度 の 高 い要 改 良 点 の概 要 を 一 一優 劣順 序 を 付

け ず に 一 下 記 の項 目に つ き列 挙 す る 。

1.地 質 お よ び水 理 学

2.岩 盤 お よび 土 質 力 学

3.掘 割法

4.材 料 運 搬 法

5.支 保 工 お よび 覆 工

6。 環境 管 理 お よ び安 全

7.掘 削 シ ス テ ム

勧 告

(1)各 国 に お け る 中 心 機 関 の 必 要牲

現 在 の トンネ ル掘 削 妓 術 を 進 歩 させ ・広 範 囲 の地 下利 用 計 画 を促 進 す るた め に ・ま ず各 国 で 国

内 に お け る}ソ ネ ル に 関 す る活 動 の 中 心 と な る機 関 を 設 立 す るか ・あ る い は 選 定 す る こ とが第 一

歩 で あ る、 明 ら か に 、この 機 構 また は 機 関 は ・国 に よ っ て異 な る形 態 を と ろ う。 この 機 構 は あ る

国 に:k;い て は小 さな も の で あ っ て ・そ の 主 要 機 能 は各 作 業 団 体 の 業 務 を 調 整 し ど の 作 業 団 体 が か

か る 主 要 業 務 活 動 の ど の 部 分 に 責 任 を 持 つ か を 保 証 す る もの で あ り ・ま た 他 の 国 に お い て は ・中
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心機関が実際に多 くのかかる重要業務を遂行する非常に大きな組織であることもある。

勧 告1

各 国 は地 下利 用計 画 の分 析 評 価 の 調 整 に関 し,ま た 適 当 と 考 え ら れ る場 合 に は,ト ソ ネ ル 掘 削

技 術 の 改 艮 の促 進 に 関 して 責 任 を 有 す る 単一 な 機 関 を国 家 レ ベ ルで 選 定 す べ き こ と を 勧 告 す る。

か か る機 関 は,す くな く と も,以 下 に あ る業 務 を担 当 す るか,他 に担 当 さ せ る もの で な け れば な

らな い。

(i)ト ソ ネ ル掘 削 の 各 要 素 お よ び 全 シ ス テ ム に要 す る費 用お よ び 実 績 に 関 す るデ ー タ ー一*6よ び現

在 行 な わ れ て い る研 究 。開 発,技 術 革 新 活動 を 含 む,ト ソ ネ ル掘 削 に 関 す る技 術 情 報 の 収 集 と

配 布 。

(の 研 究,開 発 に よ って 解 決 し う る技 術 的要 求 を 明 らか に し.研 究.開 発 の総 体 的 な水 壁 と構 造

を 明 らか に し.今 ま で と異 な った タ イ プの1`ソ ネ ルに 対 す る将 来 の需 要 に 適 応 す る範 囲 を 定 期

的 に 吟 味 し 、他 の 目 的 の た め に 開 発 さ れた 新 技 術 との 交 流 を促 進 す るた め に,ト ソ ネ ル掘 削 披

術 の 現 状 を継 続 的 に 分 析 評 価 す る。

㈹ あ らゆ る用 途 に つ ぎ計 画 され る将 来 の地 下 工 事 の量 に 関 して,定 期 的統 計 的 に 需 要 の 予 測 を

行 な い,こ れ に関 す る 資 料 の 収集 。 これ は地 質 条 件,構 造 物 の 大 小,用 途 お よ び型 に 区 別 さ れ,

か つ 二 つ の カ テ ゴ リ ーに 分 け られ 蕎 。 す な わ ち … …

(a)従 来 の 用 途 ・現 在 の技 術 お よ び施 主 の趣 好か ら生 じ る短 期 的需 要(約5年)

(b)新 分 野 の 用途 お よ び新 技 術,利 用 者 機構 の 潜在 的 変 化 を 含 む 中 期 的需 要(約1⑪ 年)

fv)}ソ ネ ル工 事 が予 測 され る地 域特 に 都 市 化 が 予想 され る地 域 の地 質 資 料 を 系 統 的 に 編 集 す る

こ と。

(V)ト ソネ ル工 事 に よ っ て社 会 全体 が 最 大の利 益 を得 る よ う現 行 法 規 と 慣 習 的 基準 が 有 効 に働 い

て い るか ど うか を検 討 す る こ と。

(vD　 トソ ネ ル 掘 削 技 術 の 現 状 に 基 づ い た 契 約 方 式 に つ いて の 研 究 。 こ れ に は 契 約 当 事 者 相 互 で 。

危 険 が どの よ うに 分担 され て い るか 如 何 に新 技 術 の利 用 を奨 励 す るか に つ い て の 検 討 を 含 む 。

㈱ ます ます 増 加 す る計 画 的 な地 下利 用 か ら得 ら れ る利益 に 関 して,計 画 者,官 公 筋 、民 間 へ の

啓 蒙 に必 要 な活 動 。

鱒 トソネ ル 掘 削 分 野 に お け る技 術 者 の 養成 訓練 の 充足 に つ い て の 検 討 。

㈱ トソネ ル 掘 削の 応 用 、計 画お よ び 実 施 に関 す る国際 的諸 活 動 へ の 参 加 。

② 地 下 利 用 計 画

都 市 また は 他 の人 口 集 中地 域 に お け る地 下 は非 常 に価 値 が あ るか ら.そ の 利 用 に つ い て は,長

期 的 に 積 極 的 に か つ総 合 的 計 画 に よ っ て 決定 され る こ とが 大 い に望 ま し い。 まず.か か る地 域 に

お け る 単 一 機 関 が 既存 の 地 下 施 設 お よ び構 造 物 の位 置 と用途 の 詳 細 な 記 録 を 保 管 す る責 任 を 負 う
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べきである。将来の地下利用計画は,現 在のみ ならず将来の必要度を考慮 して.各 種 用途の優先

度の確立と.地 下構造物および設備の多目的化の促進の観点から調整されるぺきである。

勧 告2

各都市密集地域において,単 一機関が既存の地下利用施設の詳細な記録を保有 し.調 整のとれ

た地下施設の綜合計画を作成 し,こ れを定期的に更新することが望ましい。したがって,各 国政

府がこの目的に適った措置をとることを勧告す る。

(3)投 資および計画の決定に際し総費用と利便を比較評価す ること

現在投資計画の評価は直接建接費のみをもとにして比較され,社 会的お よび環境上の経費と利

便につ き地上施設 と地下施設の比較はされてない。そのため,地 下施設の費用は,そ の比較の対

象 とな る地上施設の場合の費用との差が実際 よりも大きく考えられる傾 向がある。

たとえば.現 場進入に伴なう障害.将 来の土地利用に対する障害.工 事中の不便とビジネスタ

イムの損失等を含む地上工事による社会的代価,土 地の永久占有による不動産評価または税収の

減少,あ るいは特別 の施設を地下に設置することにより騒音.振 動.臭 気,視 界制限を永久に緩

和する等,環 境改善効果を考えるならば,地 下施設のほ うが往々にして有利となる。

勧 告3

したが って公共投資を評価比較選定する際に,地 上案 と地下案の直接工費および便益のみなら

ず,そ の間接費用および便益をも考慮に入れることを勧告する。計画の決定につ き責任を有する

官庁や公共団体がこの勧告案を容易に実施できるように,一 層明確な資料と妥当な方法を準備し

都市地下部分の徹底的かつ効果的利用によってえられる社会的影響を下記の検討を通じて調ぺ る。

(i)商 業活動に対する支障 と都市居住者の健康,福 祉への影響による間接経費を含む総費額を決

定するために地 上および地下案にっき都市環境 と都市住民に対する影響の検討

(の 地 下工場等新 しい利用法を含むより広範囲な地下利用に対する心理的その他社会的影響の検

討

(iii)　施工中,施 工後の地下の利用増加による社会生態を含む他都市環境に対す る特異的影響の検

討たとえば地下水面の変化,ず りの利用および廃棄,耐 震性,都 市生活の変化等の検討

Iv)　社会的影響も含めた一 切の費用を考慮に入れて,地 上工 事案.開 削一 トソネル案 ・地下 トソ

ネル案の費用比較

(4)技 術革新の奨励/

今回の調査によれぽ トソネル疲術に関する研究開発規模を広げ更に努力水準を向上させねばな

らないことは.各 国とも認めるところであ る。各国によって地質その他条件の相違があり ・かつ

トソネル掘 削技術も異な るため,か かる研究の優先度についての意見を異にする回答に接 した こ

とは驚 くに足 りない。

今回の調査に対す る各国の回答を詳細に検討 してみると,研 究成果を トソネルの設計と施工上

一32一



の 問 題 に適 用 す る こ とは 非 常 に 難 か しい こ と を示 唆 して い る。 利 用 し う る最 高 の 技 術 を実 際 工 事

に 十 分 活 用 して い な い点 に問 題 が あ る。

研 究 か ら始 ま り,開 発.試 験,評 価 、修 正 、再 評価 と続 く一 連 の 開 発 過 程 の 繋 りに 弱 点 や 誤 解

さえ あ る こ とが 明 らか に な った 。 か か る開 発 成 果 は 一般 に普 及 され 。適 当 な状 況 の 下 で 広 く認 識

利 用 さ れ な け れ ば な ら な い。 あ る程 度 こ れ は特 に トソネ ル 掘 削の 際 に 遭 遇 す る各 種 の 条 件 変化 と

従 っ て 問 題 の 多 様 性 に よ る もの で あ る。 更 に一般 的 に トソネ ルの研 究 設 計.施 工 に お い て 共 通 の

目 的 に 欠 くる と ころ が あ るた め 、多 くの 場 合 その 目的 に最 適 な解 決 に 達 す る こ と が で きな か った

り.あ る 問 題 を 他 の問 題 と別 個 に 考 え る傾 向 とな っ てい る。

OECDの}ソ ネ ル需 要 報 告 書 に よ れ ば 鉱 山分 野 を除 け ば 。 トソ ネ ル 工 事 は.公 共 事 業企 業 と

し て も し くは 公 共 使 用 の た め に た と え ば 上下 水道 、交 通 網 な ど の よ うに 公 共 資 金 で 大 部 分 施 工 さ

れ て い る こ とが注 目 さ れ る。 し た が っ て トソ ネ ル技 術 の 研 究開 発 に 対 す る公 共 投 資 は結 果 的 に は

公 共 事 業 企 業 者 の 費 用の 削減 に な る こ と は 明 らか で あ る。

勧 告4

した が っ て,各 国 が トソ ネJl・/技術 の 分 野 に お い て枝 術 の 開 発 とこ れ が 利 用 を 一 層 迅 速 に効 率 的

にか つ広 範 に 促 進 す る措 置 を早 急 に と る こ とを勧 告 す る。 そ の 措 置 の 基 本 事 項 は下 記 の ご と くで

あ る。

(1)ト ソ ネ ル に 関 連 す る地 圧.地 下 水 お よび 地 震 の挙 動,応 力,変 形 の 包 括 的 な観 察 計 画,こ の

計 画 に は 当 初 予想 して い た もの と比 較 す るた め 完 成 し た}ソ ネ ルの 長 期 間 渦 査 を も含 む 。

㈲ 実 際 の 工 事 に 既 存 の最 高 技 術 と 機械 の 使 用の奨 励,ま た 妥 当 な 場 合 に は そ の 要 求 。 こ れ は 工

事 の計 画 と設 計 裂 階 に お け る充 分 な現 場 調 査 を も含 む。

⑰の トソ ネ ルの施 工 お よ び 保 守 維 持 に つ いて の実 際 的 な問 題 に関 す る シ ス テ ム分 析 と研 究 計 画 の

奨 励

帥 実 際 の建 設 工 事 に お い て 新 技 術 や 新 し い機 械 の 実 物大 試 験 や 公 開 実 験 の 費 用 負 担 ま た は 奨励

(V)各 国 の実 情 に あ った地 質 状 態 の 範 囲 で プ ロ トタイ ブ掘 削 機.掘 削 各 要 素 お よび 綜 合 シ ス テ ム

の 試 験.評 価 を行 な うた め の実 物 大 実 験 設備 の 開発 へ の参 加

(5)国 際 協 力

直 接 的 な活 動 は 一一'一一般 に 国 際 的 レベ ル よ り は む し ろ国 家 的 レベ ルで な され る で あ ろ う。 した が っ

て 国 際 的に な し得 る最 も効 果 的 な 活 動 は 共 通 問題 の解 決 に つ き 、理 解 と協 力 を う るた め に 情 報 の

自Aな 交 換 の奨 励 で あ る。

勧 告5

し た が って 下 記 の項 目に 対 し国 際 間 の 努 力 が向 け られ る よ う各 国 の 中 心 機 関 が 直 接 に もし くは 、

国 際 委 員 会 を 通 じて緊 密 な 連 繋 活 動 を行 な う よ う勧 告 す る。

(i)ト ソ ネ ル掘 削 技術 や トソ ネ ル運 営 に 関 係 す る他 の 国際 機 関 と連 繋 を は か り協 力 関 係 の維 持
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(it)ト ソネ ル掘 削 の需 要.地 質 状 況,統 計.設 計 な ら び に 建 設 技 術 に 関 す る資 料 を各 国 で 収集 分

析 す るた め 国 際 土 質 学会,国 際 岩 盤 力 学 会の よ うな 既 存 の 国 際 組 織 と共 同 で 標 硅 的 な 手 続 な ら び

に 用 語 の 制 定 を 促 進 す る。

㈹ 各 国 の トソネ ル 掘 削枝 術 の 進 歩 状 況 を調 整 す る こ とに よ っ て 国 察 的 な 規 模 か ら見 て どの研 究

項 目が 必 要 な の か 容 易 に 確 認 で き る よ うにす る。

4V)ト ソ ネ ル の 断 面.形 状 の標 準 化 が 望 まし い か 否 か を特 に トソ ネ 〃掘 削機 械 の 標 準 化 を 考慮 し

て 調 査 す る。

(V)標?t± 契 約 方 式 の 広 範 囲 な適 用 に つ き考慮 す る。

(vD　 トソ ネ ル 掘 削枝 術 お よ び そ の利 用 更 に前 述 の 勧 告 の 覆行 に よ っ て得 ら れ た進 歩 を 検 討 す るた

め,定 期 的 に国 際 会 議 を 開 催 す る。

(付 録)研 究 必 要 事 項

詳 細 な点 で は 予 想 さ れ た とBり,合 意 に達 しな か った が,ト ソ ネ ル 技 術 の総 て の 面 に つ き改 艮

を 必 要 と し,あ る点 で は早 急 に必 要 で あ る とい う点 で は 顧 則 的 に 合 意 に 達 し た 。 よ っ て勧 告1お

よ び3に 述 べ た 研 究 提 案 に先 立 ち,当 面 の技 術 進 歩 状 況 の 不 充 分 な 点 お よ び これ が改 良が 一般 に

最 も要 望 され て る事 項 に つ き 以 下 述 ぺ る こ と は有 用 で あ る と考 え ら れ る。

各 国 の優 先 度 の選 択 に つ い て は,各 国 それ ぞ れ の トソ ネ ルの 計 画 お よ び そ の 必 要 度 に よ って 異

な る の は 当 然 で あ る。 ま た 必 要 な研 究 開 発 計 画 の 実施 方 法 も各 国 に よ っ て 工 事 の種 類.政 府 と産

業 界 の 関 係 に 影 響 の あ る法 規 ・習 慣 ・制 度 に よ っ て 異 な るで あ.ろう。 予 測 され る改 艮 に よ って 直

接 お よび 間 接 に 社 会 の受 け る利 益 が 大 き い場 合 に は,そ の研 究 開 発費 の 負担 に つ き次 の 措 置 を と

るべ き で あ る。

○改 良.開 発 に つ き,私 企 業 の意 欲 を減 退 せ しむ る こ との な い よ う な形 で政 府 の 直 接 支 持

○ 免 税 あ る い は 適 当 な 費 用 負 担 に よ り私 企 業 に お け る研 究 ・開 発 の 刺 戟

○ トソネ ル 工 事 に お い て 得 ら れ る利 益 を還 元 す る方 策 に よ る 工 費 節 減 努 力 の 奨 励

以 下 に優 先 的 に研 究 を 必 要 とす る主 要 な項 目 を 簡 単 に 列 挙 す る。

1.地 質 お よ び水 理

1。1

1。2

1。3

1.4

1.5

地表および切羽より行な う物理探査法の開発

ボー一リソグ孔を利用して.物 理探査により更に正確な地質情報を うる技術の開発

連続サソプ リソグ採取 を含む,不 撹乱資料採取法

岩石および土砂の標#E,表現法および工学的分類法

地下水状況および各方向の透水度調査法お よび掘削中の湧水,水 位低下および復元の予測

法

1.6埋 設 物,空 洞 お よ び水 中 障害 物 の探 知 法
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t.1

1。8

2.1

2。2

2。3

2.4

2.5

2.6

3.1

3.2

3.3

3.4

3。5

3.6

3.7

3.8

3.9

3.10

3.11

3.12

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

5.1

5.2

沈 埋 トソ ネ ル施 工 中 の 波 浪 。潮 流の 影 響

沈 埋 トソ ネ ルに お け る荷 重 伝 達 状態 お よ び 沈 泥速 度 お よ び範 囲 の 調 査 法

2.岩 盤 お よび 土質 力 学

岩盤 力 学 お よび 土 質 工 学 の 基 礎 研 究

土 砂 お よび 岩 石 の 現 場 に お け る性 質 の正 確 か つ経 済 的 調 査 法

トソネ ル構造 に 対 す る地 盤 の 時 間 的経過 挙 動 の 研 究

局 限 され た 範 囲 内 の 土 砂 の 転 圧 方 法 の 改良

地 震時 に お け る各 種 土質 の トソ ネ ル に対 す る影 響 の 研 究

沈 埋 トソ ネ ルの 水 中 トレ ソ チ の安 定 研 究

3.掘 削 方 法

岩 石 破 砕 の 基 本 的 研 究

機 械 掘 削 に お い て硬 岩 に も適 用 し う るカ ッタ ー 、ペ ア リソ グ の 改 艮

地 質 の 変 化や 湧 水 の あ る場 合 に で も適 用 し う る機 城 お よ び掘 削法 の 開 発

火 薬 を使 用 して か つ 機 械 掘 削す る方 法 を も含 み,新 し い掘 削 法 の研 究

周 辺 地 山.近 接 建 造 物 に 対 す る 影 響の少 な い掘 削法 お よ び 掘 削機 の開 発

機 械 掘 削を 積 極 的 に 採 用 し うる よ うに 。 トソネ ル断 面 の 標 違 化

機 械 掘 削の 簡 単 か つ 正 確 な操 舵 法

掘 削法 と岩 盤 力 学,土 質 工 学 の 関係 の究 明

圧 縮 空 気 を使 用 しな い滞 水 層 内 の トソ ネ ル 切 羽 の保 持 法

岩 石 お よ び土 砂 の 破 砕,掘 削 に つ き新技 術 の利 用可 能 性 を積 極 的 に 研 究 す る

沈 埋 トソ ネ ル の トレ ソ チ 掘 削 の 改良

沈 埋 トソ ネ ル の トレ ソ チ計 測 方 法 の改 艮

4.材 料 運 搬

流 動 性 能.粒 子 の 大 小 の 影 響等 に 関 し,土 砂 粒 の性 質 の 基 礎 的 研 究

小 型 の運 搬 方式 の 開 発

市 街 地 に適 す る運 搬 方 法 の 開 発

ず りの流体 運送,空 気 輸 送 方 式 の 研 究

ずbの 掘削,積 込,輸 送 お よ び ず り捨 の 綜 合 シ ス テ ム の 開 発

水 深 の 深 い沈 埋 トソネ ル に お け るサ ソ ドゼ ッ ト基 礎 の 補 助 方 式 の 開 発

5.支 保 工 お よ び覆 工

土留 お よび 水 中 法 面 安 定 計 算 の 改 善

支 保 工 の 合 理 的 設 計 法 ・特 に吹 付 支保 工 ・ロ ッ クボ ル ト ・タ イ バ ッ クア ソ カ ー ・連 続 壁 ・

柱列壁の設計
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5.3地 山(開 削 トソネ ルの 埋 戻 しを含 む)と 支保 工.覆 工 お よ び そ れ ら の 相 互 関 係 に つ き,現

場 に お け る挙 動 に 関 す るデ ー タ ーの 蒐 集 を 計 り,各 種 トソ ネ ルの設 計 法 へ の応 用 を はか る。

5.4切 羽 に 接 し急 速 に 建 込 み うる 支 保 工で 永 久 覆 工 と一 体 とな って 働 く支 保 工 の開 発

5.5取 扱 い お よ び 建込 の 容 易 な支 保 工 の開 発
き

5.6グ ラ ウ トお よ び 凍 結 に よ る地 盤 強化 技 術 お よび 材 料 の 開 発

5.7開 削工 法 に お い て,近 隣地 盤 の 沈 下 を最 小 限 に止 め る支 保 工 の 開 発

5.8プ レ カ ス ト覆 土.特 に地 山 を再 圧 縮す る覆 工技 術 の 開 発

5.9地 山 を 損 傷 し な い平 滑 爆 破 法(特 に地 下 構 造 物 に つ い て)の 開 発

5.10開 削構 造 の土 留 壁 の 改 艮

(i)爆 音振 動 の少 な い,狭 陰 な 場 所 で使 用で き る くい打 機

(の 精 度 が 高 く.広 い作 業 面積 を 要 しな い,水 密 性 の 高 い柱 列 壁

(jii)　玉 石,岩 石 等 支 障 物 の あ る土 質 で も使 用で き るベ ソ トナ イ ト置 換 連 続 壁

(jv)経 済 的 で 基 礎 反 力 伝 達 性 能 の 艮 い1ビ ー ム土 留壁

5.11経 済 的 で ジ ョ イ ソ トの容 易 な プ レ カス ト沈 埋 エ レ メ ソ トの 開 発

5.12潜 水 夫 を使 用 せ ず に くい 基礎 と沈 埋 エ レ メ ソ トを接 続 す る方 法

5.13地 下 水 低 下 影 響 の 予 測 法 の改 良

6.環 境 管 理 お よび安 全

6.1爆 音,じ んあ い.ガ ス の 集 中 度測 定法 の 改 良

6.2地 下 作 業.特 に 新 方 式 掘 削 法 に つ き環 境 基 準 の 開 発

6.3作 業 員 の 危 険 防 止上.掘 削機 械 の リモ ー トコ ソ トロ ー ル操 作 方 式 の 開 発

6.4じ ん あ い,電 気 機 械 危 害,煙,高 温,爆 音.振 動,湧 水 の 制 御 方 式 の 改 良 開 発

6.5圧 縮 空 気 内 作 業 員 の潜 函 病 軽減 法 ・

7.ト ソネ ル 掘 削シ ス テ ム

7.1ト ン ネ ル作 業 の行 程 を表 現 し,不 適 当 な点 を 分 析 す るた め に.数 学 的 手 法 お よ び モ デ ル 手

法 の 開 発

7.2数 学 的 モ デ ルで 表 現 で き る よ う な地 質 条 件 の 表 示 方 法 の 開 発 ・研 究

一7.3労 働 災 害 お よび 工 費 を 低 減 す るた め に,自 動 化 に よ る利 益 の研 究

一36一



別紙2設 立 趣 意 書

我が国 の トンネル は、主 と して鉄道道路等の交通運輸施設 において大 きな役割を果た し

いるところでありますが、殊に、国土の70%を 占める山地部 と近時人口集 中化 の傾向が

続 く都市部 にお いて、 その使命 は益 々大き くな ってお ります。 また、交通運輸施設 の他、

上下水道 、共同溝、等 の公共施設において も、 トンネル施設 に抜存す るところが多いので

あ ります。

過去1⑪ 年間 において、我が国で は、約1,6⑪⑪樋の トンネルが建設 され、約1兆 円の投

資がな されてお りますが、今後の1⑪ 年間 においては、 その2倍 以上 の建設 がなされ る見

込で あります。

しか し、各種 の トンネル堀 さ くの技衛は、その本質的類倣催 について その総合統一を行

う必要があ ります。特に、地盤地質 の的確 な予澗の難 しさに鐸 う工事条件 の多様性 と複雑

性 が適切な技衛 の改良を妨 げていた と考え られますが、 トンネル技衛 の重要な課題 とな っ

ているこの地質予知技術 の開発の ほか、設計の規格化"、"施工 の機械化、施工速度 の向上,,"

熟練作業 員の確保、省力化、新工法 の開発、或は契約方法の統一化等の対策 を推進す るこ

とが非常 に必要 とな ってお ります。 この ことは、また、諸外国 にお いて も同様 な傾向を示

してお ります。

日本 トンネル協会 は,こ れ らの問題に対処するため、昭和49年4月 、官民多数 の関係者

の協力参加を得て設立 され、同年9月 には国際 トンネル協会 の加盟国代表機関 となって ト

ンネルに関す る内外 の情報を収集 し、諸問題 の調査研究を進 める とともに、機関誌の刊行

,,"講 演会 の開催等 によ り、最近 の新技術の普及広報を図 り、 その進歩発展 に寄与す るため

の事業活動を続 けてまいりま した。

しか しなが ら、最近 の社会情勢 において は、以上 の事業 に関連 して特 に、 トンネルの安

全管理 と公害対策の推進を図 ることが社会的要請で もあ り、又、緊急の課題 となってお り

ます。 これ に対 し、

1.ト ンネルの防災対策及 び合理的な設計方法

2.ト ンネル工事 に伴 う渇水対策
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3。 トンネル工事に伴う公害対策と効率的工法

4。 トンネル工事の安全施工と環境保全対策の指針

等の項目については、関係官公庁等の委託業務を含めて研究を進める予定であります。す

なわち、 トンネル工事の高速施工化等の新技術の開発と同時に工事中の事故防止に関する

安全施工対策及び騒音振動等の公害防止対策 並びに トンネル内の防災対策 中で も地下

鉄を含む鉄道道路の長大 トンネル内の火災事故対策としての設備構造等の改善対策は、多

数の入命に係る問題 として、社会的に急務の課題 となっているものであります。

日本 トンネル協会 は、 このような社会の要請に対処するため、ここに社団法人 日本 トン

ネル技術協会を設立 し、 これまでの事業を継承するとともに、更に、一層これ らの公益的

諸事業の積極的推進を図 り、もって国土の保全 と公共の福祉の増進に寄与 しようとするも

のであります。
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別 紙3. 社 団 法 人 日本 トン ネル技 術 協会 定 款

昭和50.5.21設 立総 会 決議

昭和50・6・25理 事会 改 正承 認

昭和50・8・1制 定(設 立 許 可)

評議員会及び顧問

会 議

各種委員会

事 務 局

資産及び会計

定款の変更及び解散

雑

1

2

3

4

4

6

6

6

7

7

 

jl貝

則

員

員

 

総

会

役

 

章

章

章

章

章

章

章

章

章

章

玉

2

3

4

5

6

7

8

9

01

第

第

第

第

第

第

第

第

第

第

第1章 総 則

(名 称)

第1条 この 法入 は`,,社団法 入 日本 トン ネル技術 協会(英 文名　 JAPAN　 TUNNEL-

LING　 ASSOCIATION、 　以 下 「本会 」 とい う。)と い う。

(事 務所)

第2条 本会 は、 主 た る事 務 所 を東 京都 中央 区 に置 く。

(目 的)

第3条 本会 は、 トン ネル の建 設及 び維 持管理 に 関す る調 査研 究 を行 い、 地 下利用 技術 の:進歩 向上 を

図 る こ とに よっ て、 国土 の 保全 と公 共 の 福祉 の増 進 に寄与 す る こ とを 目的 とす る。

(事 業)

第4条 本 会 は 、 前条 の 目的 を達 成 す る た めに、 次の事 業を 行 う。

(1)ト ンネ ルの 事 前調 査 、設 計 、 施 工 及び維 持 管理 に関 す る総 合 的開 発 研究

(2)ト ンネ ル工 事 の安 全 施 工及 び トンネルの 安全 対 策 に関 す る研究
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(3)ト ンネル工事に伴 う環境保全に関する調査研究

(4)ト ンネル工事に使用する機械資材の改良開発に関する研究

(5)ト ンネルェ事の請負契約の標準化に関する調査研究

(6)ト ンネルに関する調査研究の受託

(7)内 外情報、資料の収集及び図書の刊行

(8)講 演会、講習会等の開催

(9)ト ンネル技術に関する国際協力

(10)その他本会の 目的を達成するために必要な事業

第2章 会 員

(会 員の種別)

第5条 本会の会員は、次のとおりとする。

(1)正 会 員 本会の目的に賛同して入会した団体叉は個人

(2)準 会 員 本会の事業を支持する目的で入会した個人

(3)名 誉 会 員 本会に功労があった者又は学識経験者で総会において推せんされた者

(入 会の手続)

第6条 本会の正会員及び準会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を会長に提出し、理事

会の承認を得なげれぱならない。

(会 費)

第7条 正会員及び準会員は、総会において別に定めるところによb、 会費を納めなけれぱならない。

(資 格の喪失)

第8条 会員は、次の各号の一に該当するときは、その資格を失 う。

(1)退 会したとき

(2)除 名されたとき

(3)本 会が解散したとき

(4)死 亡 したとき

(退 会)

第9条 正会員及び準会員が退会しようとするときは、退会届を会長に提出しなけれぱならない。

(除 名)

第10条 会員が次の各号の一に該当するときは、総会の議決によb、 除名することができる。

(1)本 会の名誉を汚し、又は信用を失 うような行為があったとき
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(2)定 款 又は 総 会 の決 議 に反 す る行 為 が あった と き

(3)会 費 を]年 以 上滞納 した と き

第3章 役 員

(役 員)

第1】 条 本 会 に 、次 の役員 を 置 く。

(1)会 長1名

(2)副 会 長3名 以 内

(3)専 務理 事1名

(4)常 務理 事2名 以 内

(5)理 事35名 以 内(第1号 か ら第4号 ま での 役員 を含 む。)

(6)監 事3名 以 内

(役 員 の選 任)

第12条 理 事 及 び監 事は、 正 会 員(団 体 の 場合 にあ っては、 そ の代表 者)の うち か ら、 総 会 にお い

て選任 する。

2会 長 、 副会 長、 専務 理事 及 ひ常 務理 事 は、 理 事 の互 選 とす る。

3理 事 及 び 監 事は 、 相互 に兼 ね る こと がで きな い。

(役 員 の職 務)

第]3条 会 長は 、 本 会 を代表 し、 会 務 を統括 する。

2副 会 長 は ・ 会 長 を補 佐 し、 会 長に事 故 が ある と きは、 あらか じめ会 長 が 定 め た順 位 で そ の職 務

を代 行 し、 会 長 が 欠 けた と きは、 その職務 を行 う。

3専 務 理 事 は、 会 長、 副 会長 を補佐 して会務 を掌 理 す る。

4常 務理 事 は、 会長 、副 会長 及び 専 務理 事 を補佐 して常 務 を処 理 す る。

5理 事 は 、理 事会 を 組織 して 会務 を 執行 す る。

6監 事 は 、民 法 第59条 に 定 め る職務 を行 う。

(役 員 の任期)

第14条 役員 の任期 は、2年 と する。 た だ し再任 する こ とが で きる。

2補 欠 に よる役 員 の 任期 は、 前任 者 の残 任期 間 とす る。

3役 員 は・ 任 期満 了 の場合 にお い て も、 後任 者が 就 任す る ま では 、そ の 職 務を行 うもの とす る
。

(役 員の 解任)

第15条 役員 に職 務 上の義 務 違反 、 そ の他 役 員 と してふ さわ し ぐな い行 為が あ っ た と きは 、総 会 の
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4会 長 は、正 会 員総数 の5分 の1以 上 か ら、 又は監 事か ら会 議 の 目的 で ある事 項 を示 して臨 時 総会

開 催 の請 求が あ った と きは、 そ の請 求 があ った 日か ら30日 以 内に招 集 しな け れ ばな らな い。

(総 会の招 集)

第21条 総会 の招 集 は.会 議 の 目的 で あ る事項、 日時 及 び場 所 を 示 した書面 に よb、 開 催 日の15

日前 まで に 正会 員 に通 知 しな け れぱ な らな い。

(総 会の議決 事項)

第22条 総 会 は"`こ の定 款 に別 に定 める もの のほか 、 次の事 項 を議決 す る。

(1)事 業計 画及 び収 支予 算

② 事業報 告 及び 収 支決 算

(3)そ の 他本 会の 運 営 に関 す る重 要 事 項

(総 会 の定 足数 等)

第23条 正 会 員 は`,,それぞ れ1個 の表 決 権を有 す る。

2総 会は`,`正会員 総 数 の過半 数 の 出席 がな け れ ぱ、 議 事 を開 き議 決 す る ことが で きな い。

3総 会の議 事 は、 こ の定 款 に別 に定 める ものの ほか 、 出席 した 会員 総数 の過 半 数 を もっ て決 し、可

否 同数 の と きは、 議長 の決 す る とこ ろに よる。

(書 面 表決 等)

第24条 総 会に 出席 で きな い正 会員 は、 あらか じめ通知 され た事 項 につ いて書 面 をも っ て表 決 し、

叉 は他 の 出席 正会 員 に表 決 権 の行 使 を 委任 する ことが で きる。 この 場合 には`li　その 正 会 員 は 出席

'
した もの とみ なす 。

(議 事 録)

第25条 総 会 の 議事 につ い ては 、議 事 録 を作成 しなけ れ ぱな ら な い。

2議 事録 は 、議 長が 作 成 し`,,少な ぐと も次 の事 項 を記 載 し、 議 長 及 び議長 が 指名 した 出 席正 会 員2

名以 上 が これ に 署 名押 印す る もの とす る。

(1)会 議 の 目的 で あ る事 項 、 日時及 び場所

(2)正 会 員数及 び 出席 者 数

(3)議 事の経 過の 概要 及 び そ の結 果

3前 項 の議 事録 は、 事 務所 に備 え付 け て置かなけ れ ぱな らな い。

(理 事 会)

第26条 理 事 会 は、 理 事を も っ て構 成 し、 会長 が必 要 と認 め た と き招集 する。

(理 事 会の 議 決事 項)

第27条 理事 会は、 この 定款 に 別 に定 める ものの ほ か、次 の事 項 を議 決 す る。
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(1)会 務 の執行 に 関す る事項

(2)総 会 に附議 すべ き事 項

(3)総 会 か ら委 任 され た事 項

(4)総 会 を 開 くい とまが ない場 合 にtoけ る緊急 事項

(5)そ の他 の 重 要事 項

2前 項 第4号 の議 決 事項 は、 次 の総 会 に おい て承 認を 得 なけ れぱな らな い。

(規 定 の 準用)

第28条 第23条 か ら第25条 ま での規 定 は、 理 事 会 に準用 す る。
'

第6章 各 種 委 員 会

(各 種委員会)

第29条 会長は、本会の事業の円滑な運営を図るため、理事会の議決を得て、委員会を置 く。

2委 員会に関する必要な事項は、理事会の議決を得て、会長が別に定める。

■

第8章 資 産 及 び 会 計

(事 業年度)

第31条 本会の事業年度は、毎年4月1日 から翌年3月31日 までとする。

噴 産の蹴)

第32条 本会の資産は、会費及びその他の収入をもって構成する。

(資 産の管理)

第33条 本会の資産は、会長が管理し、その管理方法は、理事会の議決を得て、会長が別に定める。

(経 費の支弁)

第34条 本会の経費は、資産をもって支弁する。

2毎 事業年度の決算において剰余金が生じたときは、翌年度に繰b越 すものとする。

(予 算及び決算)

第35条 会長は、本会の収支予算を作成し、総会に提出し、その議決を得なけれぱならない。

第7章 事 務 局

(事 務 局)

第30条 本会に、事務局を置 く。

2事 務局に関する必要な事項は、理事会の議決を得て、会長が別に定める。

一44一



2会 長は・毎事業年度終了とともに次の書類を作成し・通常総会開催の20日 前までに監事に提出

して、その監査を受けなけれぱならない。

(1)事 業報告書

② 収支決算に関する書類

(3)財 産目録

(4)そ の他必要な附属書類

3監 事は、前項の書類を受理したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会長に提出しなけ

ればならない。

4会 長は前項の書類及び報告書について、総会の承認を得た後、これを事務所に備え付けて置かな

けれぱならない。

第9章 定 款 の 変 更 及 び 解 散

(定款の変更)

第36条 この定款は、総会において出席正会員総数の3分 の2以 上の議決を得、主務官庁の認可を

受けなけれぱ変更することができない。

(解 散及び残余財産の処分)

第37条 本会は、総会において出席正会員総数の3分 の2以 上の議決を得なけれぱ解散することが

できない。

2本 会の解散に伴 う残余財産の処分は、総会の議決を得、かつ、主務官庁の許可を受けて、本会と

類似の目的をもつ他の団体に寄附するものとする。

第10章 雑 則

(規 則)

第38条 この定款に定めるもののほか、この定款の施行にあたb必 要な規則は、理事会の議決を得

て、会長が別に定める。

附

1

2

3

4

5

則

本会 の設 立 によb、 日本 トン ネル協 会の会員 及 び一 切 の権 利 な らび に義 務 は 、本 会 が 承継 す る。

本 会 設立 当 初の 総 会 は、設 立総会 を もって これ に代 え る もの とす る 。

本 会 設立 当 初 の役 員 は・第12条 の 規定に かか わ らず 、設 立 総 会 に おい て選任 さ れた もの と し、

そ の任 期 は第14条 の 規 定 にか か わ らず、昭 和52年 の通 常 総 会 まで とす る。

本 会設 立当 初 の事 業 計画 及 び収 支 予算 は、 第22条 、 及び第35条 の規定 に かか わ らず、 設 立総

会の 定 め る とこ ろ に よる。

本 会設 立 当 初の 事 業年 度 は、 第3]条 の規定 にかか わ ら ず、設 立 の 日に始 ま り、昭 和51年3月

31日 に終 わる もの とす る。
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別 紙4. 入 会 金 及 び 会 費 規 程

社 団 法 人 日本 トン ネ ル 技 術 協 会

昭和50.&1承 継(日 本 トンネル技 術 協 会)

〃53.5.29変 更(第4回 通 常総 会 特 級会 員)

〃57.11.18改 訂(第58回 理 事 会 会費)

〃60.5.28改 訂(第11回 通 常 総 会)

(会 費)

第1条 会 費は、 次 表 に掲 げ る額 とす る。た だ し、 こ の規 程 に拘 ら ず、団 体 会 員A級 は個 人 会 員4名

を、 同B級 は個 人 会員2名 を,同C級 は個人 会 員1名 をそ れ ぞれ 正 会員 とす る こと が で きる。

正 会 員

準 会 員

金)

団体 会員 特級

〃 特A級

〃A級

〃B級

〃C級

〃D級

個 人 会 員

個 人 会 員

年100万 円以上

年140万 円

年70万 円

年42万 円

年28万 円

年14万 円

年1万 円(月850円)

年7千 円(月600円)

(入 会

第2条 団体 会 員 に入 会 す る法 人又 は団 体は 、 入会 金5万 円を 会 費 と ともに納 付 す る も の とす る。

(当 分 の間 免 除)

(納 付)

第3条 正会 員 の団 体 会 員は 毎年3月 及び9月 に6ケ 月分 を 前納 す る もの とす る。

正 会 員 の 個 人会 員 及び 準会 員は 、毎年6月 、 又 は12月 にそ れぞれ7月 、 叉 は1月 以 降1ケ 年

分 を 前納 す る もの とす る。 た だ し、 事情 に よb分 納 す る ことが で きる。
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表

 

壬イ在

 

役
E=1

貝
別 紙5

社 団法 人 日本 トン ネ ル 技術 協 会'60.3現 在

1111111

50年(521)51年(520)52年(530)53年(52g)、54年(528)55年(512)56年(528)57年(528) 58年(5.9) 59年(5.31)

会 長 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 尾 之 内 由紀 夫 尾 之 内 由紀 夫 尾之 内 由紀 夫 尾 之 内 由紀 夫

副 会 長 尾 之 内 由紀 夫 尾 之 内 由 紀 夫 尾 之 内 由 紀 夫 尾 之 内 由紀 夫 尾之 内 由紀 夫 尾 之 内 由 紀 夫 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 半 谷 哲 夫

副 会 長 佐 藤 欣 治 佐 藤 欣 治 佐 藤 欣 治 佐 藤 欣 治 佐 藤 欣 治 佐 藤 欣 治 前 田 忠 次 石 川 六 郎 石 川 六 郎 石 川 六 郎

専 務 理 事 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 北 村 市 太 郎 角(福 地 合 一)

常 務 理 事 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明 上 村 公 明

日 本 国 有 鉄 道 島 田 隆 夫 島 田 隆 夫 員(吉 村 恒)
吉 村 恒 吉 村 恒 員(高 山 昭)

高 山 昭 高 山 昭 田 中 和 夫 田 中 和 夫

日 本 道 路 公 団 三 野 定
角(伊 藤 直 行)

伊 藤 直 行
員(吉 田 喜 市)

吉 田 喜 市 大 城 金 夫 大 城 金 夫 大 城 金 夫 大 城 金 夫 戸 谷 是 公

首 都 高 速 道 路 公 団 小 栗 良 和 跳 菊池 三 男) 菊 池 三 男 角(上 前 行 孝)
上 前 行 孝 上 前 行 孝 上 前 行 孝

三(玉 野 治 光)
玉 野 治 光 玉 野 治 光

日 本 鉄 道 建 設 公 団 池 原 武一 郎 池 原 武 一 郎
晋(平 岡 治 郎)

平 岡 治 郎
11(濱 建 介)

月
濱 建 介 濱 建 介 濱 建 介 角(横 山 章) 横 山 章

本 州 四 国 連 絡 橋 公 団 浅 間 敏 雄 浅 間 敏 雄 浅 間 敏 雄 浅 間 敏 雄 久保 村 圭 助 久 保 村 圭 助 久 保 村 圭 助 久 保 村 圭 助 高 山 昭 高 山 昭

帝 都 高 速 度 交 通 営 団 西 嶋 国 造 西 嶋 国 造 西 嶋 国 造 西 嶋 国 造 月礪 辺 健) 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健

電 源 開 発 株 式 会 社 鈴 木 文 夫 角(前 田 実)
前 田 実 1(川 島 登紀衛)

川 島 登 紀 衛 川 島 登 紀 衛 汐 崎 孝 允 汐 崎 孝 允 橋 本 龍 男 橋 本 龍 男

東 京 都 交 通 局 遠 藤 浩 三 遠 藤 浩 三 遠 藤 浩 三 遠 藤 浩 三 遠 藤 浩 三
9(小 澤 康 人)

月
小 澤 康 人 員(三 好 迫 男)

三 好 迫 男 三 好 蓮 男

東 京 都 下 水 道 局 本 郷 文 男 本 郷 文 男
見(糸 崎 郁 二) 員(江 端 正 義)

匿 片 博 之 間 片 博 之 間 片 博 之 間 片 博 之 間 片 博 之 員(橋 本 定 雄)

東 京 電 力 株 式 会 社 三 村 誠 三 三 村 誠 三 三 村 誠 三 三 村 誠 三 三 村 誠 三
貞(藤 井 敏 夫)

藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫

(社)日 本 道 路 協 会 高 野 務 高 野 務 高 野 務 高 野 務 高 野 務 高 野 務 浅 井 新 一 郎 浅 井 新 一 郎 浅 井 新 一 郎 浅 井 新一 郎

(社)日 本 建 設 機 械 化 協 会 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重 次 加 藤 三 重 次

日 本 交 通 技 術 ㈱ 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 鈴 木 信 孝 池 原 武 一 郎 池 原 武 一 郎

新 日 本 製 鉄 ㈱ 中 野 孝 太 郎 中 野 孝 太 郎 賛(大 騙 士夫) 大 橋 富 士 夫 大 橋 富 士 夫 大 橋 富 士 夫 員(寺 西 信 美)
寺 西 信 美 背(締 裕) 斉 藤 裕

㈱ 奥 村 組 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 高 坂 紫 朗 角(川 崎精 一)

㈱ 大 林 組 赤 野 豊 員(井 上 忠 熊)
井 上 忠 熊 井 上 忠 熊 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫

大 林 道 路 ㈱ 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎 伊 吹 山 四 郎

鹿 島 建 設 ㈱ 前 田 忠 次 前 田 忠 次 前 田 忠 次 前 田 忠 次 前 田 忠 次 前 田 忠 次

㈱ 熊 谷 組 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一 北 原 正 一

五 洋 建 設 ㈱ 酒 井 利 勝 酒 井 利 勝 酒 井 利 勝 酒 井 利 勝 灌 井 利 勝 酒 井 利 勝 酒 井 利 勝
1(森 茂 正)

森 茂 正 森 茂 正

佐 藤 工 業 ㈱ 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝

清 水 建 設 ㈱ 藤 森 謙 一 藤 森 謙 一 藤 森 謙 一 最 帯 猛) 帯 猛

一

市 田 洋

　

市 田 洋 市 田 洋 市 田 洋 市 田 洋

大 成 建 設 ㈱ 斉 藤 徹

1.

斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹 斉 藤 徹

㈱ 地 崎 工 業 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 小 山 内 了 介 地 崎 昭 宇 地 崎 昭 宇 地 崎 昭 宇

鉄 建 建 設 ㈱ 大 石 重 成 大 石 重 成 大 石 重 成 大 石 重 成 大 石 重 成 大 石 重 成 大 石 重 成 花 房 三 郎 花 房 三 郎 花 房 三 郎

飛 島 建 設 ㈱ 植 良 祐 政 植 良 祐 政 植 良 祐 政 植 良 祐 政 植 良 祐 政 植 良 祐 政 植 良 祐 政 堀 井 昇 堀 井 昇 堀 井 昇

西 松 建 設 ㈱ 杉 本 三 吾 杉 本 三 吾 岡 本 孝 平 岡 本 孝 平 匿 本 孝 平 岡 本 孝 平 岡 本 孝 平 岡 本 孝 平 岡 本 孝 平 岡 本 孝 平

日 本 国 土 開 発 ㈱
'

石 上 立 夫 石 上 立 夫 石 上 立 夫 石 上 立 夫 石 上 立 夫 石 上 立 夫 石 上 立 夫 原 島 龍 一 原 島 龍.一 原 島 龍 一

㈱ 間 組 竹 内 季 雄 竹 内 季 雄 竹 内 季 雄 竹 内 季 雄 忙 内 季 雄 竹 内 季 雄
員(本 田 茂)

本 田 茂 本 田 茂 本 田 茂

前 田 建 設 工 業 ㈱ 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶三 郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三 郎 青 笹 慶 三 郎

三 井 建 設 ㈱ 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 安 藤 道 夫 戸 沼 道 郎 居 谷 献 吉 居 谷 献 吉

監

事

日 本 道 路 公 団 吉 田 喜 市 吉 田 喜 市 吉 田 喜 市
員(大 塚 勝 美)

大 塚 勝 美 持 田 三 郎 持 田 三 郎 戸 谷 是 公 戸 谷 是 公 北 村 照 善

戸 田 建 設 ㈱, 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二

㈱ 鴻 池 組
1

鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 政 田 嘉 明

、

政 田 嘉 萌 轡 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明

注.o内 仮 理 事
一47一

一48一
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別 紙5-2.
問 ・ 議 任

50年 51年 52年 53年 54年 55年 56年 57年 58年 59年

顧 問 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太郎 藤 井 松 太郎 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太郎 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太 郎 藤 井 松 太 郎

〃 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一

〃 木 村 平 木 村 平 木 村 平 木 村 平 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司

東 京 理 科 大 学 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和

京 都 大 学 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎

日 本 国 有 鉄 道 内 田 隆 滋 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 山 口 良 雄 山 口 良 雄

日 本 道 路 公 団 南 部 繁 春 南 部 繁 春 戸 谷 是 公 近 藤 茂 夫 近 藤 茂 夫 近 藤 茂 夫 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘

水 資 源 開 発 公 団 後 藤 孝 後 藤 孝 後 藤 孝 嘉 藤 章 太 郎 嘉 藤 章 太 郎 嘉 藤 章 太 郎 八 木 直 樹

首 都 高 速 道 路 公 団 八 木 田 功 八 木 田 功 八 木 田 功 八 木 田 功 玉 置 脩 玉 置 脩 玉 置 脩 玉 置 脩 前 田 邦 夫 前 田 邦 夫

日 本 鉄 道 建 設 公 団 濱 建 介 横 山 章 横 山 章 横 山 章 堀 内 義 朗 堀 内 義 朗 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫

本 州 四 国 連 絡 橋 公 団 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 吉 田 巌 吉 田 巌 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 遠 藤 武 夫

帝 都 高 速 度 交 通 営 団 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆

電 源 開 発 株 式 会 社 渡 部 雅 渡 部 雅 西 田 孜 西 田 孜 丸 山 昭 平 橋 本 龍 男 森 本 時 夫 森 本 時 夫 篠 原 朗 致 篠 原 朗 致

日 本 下 水 道 事 業 団 池 田 一 郎 池 田 一 郎
、池 田 一 郎

橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 松 崎 茂 樹 村 田 恒 雄 村 田 恒 雄 神 戸 義 雄

東 京 都 交 通 局 駒 田 義 雄 三 好 迫 男 三 好 迫 男 三 好 迫 男 三 好 迫 男 三 好 迫 男 三 好 迫 男 三 好 迫 男 中 里 保 之 石 川 徹

東 京 都 下 水 道 局 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 高 橋 久 高 橋 久 高 橋 ㌧ 久 高 橋 久 高 橋 久 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 松 崎 茂 樹

東 京 電 力 株 式 会 社 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉

(社)日 本 土 木 工 業 協 会 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 福 地 稔 福 地 稔 福 地 稔

(社)日 本 建 設 業 団 体 連 合 会 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学

(社)日 本 鉄 道 建 設 業 協 会 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 満 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳

㈱ 住 友 道 路 研 究 所 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰

三 菱 重 工 業 ㈱ 井 上 三 郎 兵 衛 井 上 三 郎 兵 衛 井 上 三 郎 兵 衛 田 中 利 冶 清 水 昇 三 清 水 昇 三 清 水 昇 三 国 村 信 明 西 村 健 三 西 村 健 三

ア イ サ ワ 工 業 ㈱ 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 沢 潔

㈱ 青 木 建 設 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦

㈱ 大 本 組 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一

株 木 建 設 ㈱ 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 一 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎

住 友 建 設 ㈱ 大 串 満 馬 大 串 満 馬 三 野 定 三 野 走 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定

㈱ 銭.高 組 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六

大 日 本 土 木 ㈱ 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 森 岩 治

大 豊 建 設 ㈱ 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 貿 畑 谷 正 實 内 藤 正

㈱ 竹 中 土 木 山 本 俊 夫 山 本 俊 夫 山 本 俊 夫 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男 長 沢 不 二 男

東 亜 建 設 工 業 ㈱ 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 准 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 乗 杉 拘 乗 杉 悔 乗 杉 悔

東 急 建 設 ㈱ 笠'松 時 雄 笠 松 時 雄 笠 松 時 雄 笠 松 時 准 笠 松 時 雄 笠 松 時 雄 八 木 勇 平 八 木 勇 平 八 木 勇 平 八 木 勇 平

日 産 建 設 ㈱ 廣 瀬 和 一 郎 廣 瀬 和 一 郎 廣 瀬 和一 郎 廣 瀬 和 一 郊 廣 瀬 和一 郎 廣 瀬 和 一 郎 佃 利 夫 佃 利 夫 佃 利 夫 岩 田 光 夫

フ ジ タ 工 業 ㈱ 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 門 田 一 男 門 田 一 男 門 田 一 男 門 田 一 男 打 田 富 雄 打 田 富 雄

不 動 建 設 ㈱ 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝

㈱ 森 本 組 森 本 光 男 森 本 光 男 森 本 光 男 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫

若 築 建 設 ㈱ 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二
1
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別紙6昭 和5⑪ ～59年 度受託業務総括表

社団法入 日本 トンネル技術協会

6⑪.3。31現 在

1 年度
件 数 金 額(円)

50 9 23,23念,⑪ ⑪⑪

51 1魂 66,363,⑪ ⑪⑪

52 1⑪ 72,2⑪7,3露 ⑪

53 12 79,135,⑪ ⑪0

54 16 1⑪5,6⑪5,⑪ ⑪⑪

55 11 53,幽9,⑪ ⑪⑪

56 16 96,189,⑪ ⑪⑪

57 13 94,332,⑪ ⑪⑪

58 14 85,271,⑪ ⑪⑪

59 16 118,707,0⑪ ⑪

合計 131 794,490,320

一52一



昭和50年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額(千叫

1 労 働 省
労 働 基 準 局

トンネル工事における運搬設備による危害の

防止に関する技術基準
1,000

2 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

梅岐連絡鉄道の技術に関する文献資料調査 2,995

3 日本鉄道建設公団
東京新幹纏建設局

長大山岳 トンネルに関する文献資料調査
2,400

4 日 本 道 路 公 団
本 社

偏平大断面めがね トンネルの設計施工に関す
る調査 2,975

5 日 本 道 路 公 団
東京第二建設局

トンネル工事濁水処理方法に関する調査資料

3,362

6 日 本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

NATM工 法に関する温泉余土地帯における

鉄道 トンネルのNATMの 適応性に関する文

献資料の調査 3,000

7 日 本 国 有 鉄 道
岐 阜 工 事 局

トンネル施工法の改善方策に関する調査及び

長大 トンネル推進速度向上方策に関する調査 3,200

8 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

トンネル工事用機械設備調査
3,300

9 日本土木工業協会 外国文献(契 約)の 翻訳及び編集 1,000

合 計 23,232

一53一



昭和51年 度受託業務一覧表

1 委 託 者
委 託 件 名 金額(千 円)

1 日本鉄道建設公団
東 京 支 社

京葉線台場ずい道(品 鋼ふ頭付近)工 事のシ
ール ド掘削技衛に関する研究 2,545

2 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

海蝶連絡鉄道の技衛に関する文献資料調査
魂,56⑪

3 日本鉄道建設公団
東 京 支 社

仮設建物等実態調査
2,7⑪ ⑪

4 日本鉄道建設公田
東京新幹線建設局

長大山岳 『ンネル工事契約示方のあり方に関
する碑究 魂,⑪⑪⑪

5 日 本 道 路 公 団
薪 潟 建 設 島

北陸自動車道膨張牲地幽 トンネルの調査設計
に関する研究 魂,5⑪6

6 日 本 道 路 公 団
名 古 屋 建 設 局

急速先逢ポーリング機械に関する調査碑究
2,761

マ 翼 本 道 路 公 掻
広 島 建 設 局

トンネル工事の発破振動及び騒音対策に関す
る調査研究 3,雌33

難 日 本 道 路 公 団 偏平大断面めがね トンネルの設計施工 に関す
る調査研究 5,墨7』

9 久保田鉄工 《株) ダクタイル鋳鉄製パイプ支保工の実用化に関
する試験研究 4,360

1⑪ 労働省労働基準局 トンネル工事における既落ち等による危害防

止基準 1,5⑪ ⑪

11 日 本 国 有 鉄 道

葭 阜 工 事 局
『ンネル工事による溝水 ・渇永に関する実態
調査の集計 3,尋 ⑪⑪

12 日 本 国 有 鉄 道
盛岡工事局

トンネル漏承及びつ らら防止工の調査研究
3,627

13 日本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

膨張性地山における鉄道 トンネルのNATM
の適応性に関する文敵資料の調査研究 3,5⑪ ⑪

14 日本鉄道建設公団
東京新幹線建設局

上越新幹線建設に伴 うトンネル耕水に関する
汚濁調査研究 2⑪,⑪⑪⑪

合 計 66,363

一 一54一



昭和52年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額(円)

1 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料の調査 5,265,000

2 久保 田鉄 工(株) ダクタイルパイプ支保工の実用化に関する研

究

5,140,000

3 日 本 道 路 公 団 近接 トンネルの設計施工に関する調査研究
(皿)

4,715,000

4 日 本 道 路 公 団

東京 第一 建 設 局
硬岩の低振動、低騒音堀削に関する調査研究 3,976,320

5 労 働 省
労 働 基 準 局

災害科学に関する委託研究
「シー一ル ド工事の安全施工技衛基準」

1,500,000

6 日本 道 路 公 団
大 阪 建 設 局

薬渡注入工事による環境汚染防止に関する調
査研究

4,091,00⑪

7 日本鉄道建設公団
東京新幹線建設局

上越新幹線建設に伴う トンネル湧水に関する
汚濁調査研究

36,650,⑪ ⑪0

8 日本 国 有 鉄 道
葭 阜 工 事 局

トンネル湧水の排水設備およひ水利用状況に
関する実態調査

4,070,000

9 日本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

NATM施 工例の収集調査 3,000,000

10 日本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

トンネル工事濁水処理工法の経費に関する調

査

3,800,000

合 計 72,207,320

一 一55一



昭和53年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額 《千円)

1
| 日本鉄道建設公団

東京新幹線建設局
上越薪幹線建設に伴 うトンネル湧水対策に関
する調査

43,6⑪ ⑪

2 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

梅峡連絡鉄道の技衛に関する文献資料調査 5,5⑪ ⑪

3 日本 道 路 公 団
福 岡 建 設 局

トンネル工事の仮設備 とその環境対策に関す
る調査研究

魂,6騒

4 日 本 道 路 公 団
本 社

トンネル溝水調査法に関する調査研究 遮,⑪6⑪

5 薪目本製鉄騰
日 本 鋼 管 鱒
住友金属工業舗
欄 崎 製 鉄 繭
舗 神 戸 製 鋼 噺

ス チ ール フ ァイバ ー コ ンク リー トに関 す る調

査 研 究

5,⑪ ⑪o

6 醤 本 国 有 鉄 道
東京南鉄道管理局

総武線藁京 ・需国聞地下 トンネル瀟水調査 魂⑪

7 労 醐 省
労 鮪 基 準 局

地下工事における換気設備等に関する技衛墓
準の作成

1,5⑪ ⑪

書 日本鉄道建設公団
東 京 支 社

NAT瓢 の積算及び契約示方に関する資料の

調査

2,6al

9 日 本 道 路 公 団
東京第二建設局

闘越自動車道関越 トンネルロックボル トエの
現場設計法に関する研究

魂,黛go

1⑪ 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

アース トンネルの設計施工法等に関する資料

収集調査
2,⑪ ⑪⑪

11 日 本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

鉄道 トンネルのNATMの 計灘指針に関する

調査硯究

3,⑪ ⑪⑪

12 横浜市交通事業
管 理 者

高速鉄道1号 線下永谷駅(仮 称)山 岳 トンネ
ル部分の設計施工に関する研究

盆,5⑪⑪

合 計 79,135

一56一



昭和54年 度受託業務一・覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額(千 円)

1 労 働 省
労 働 基 準 局

トンネル工事における爆発災害の防止に関す
る技術基準の作成 1,500

2 日本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

トンネル変状の実態調査 とその原因の解明に

関する研究 3,000

3 日本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

膨張性地山におけるNATMの 合理酌施工法
の調査研究 4,0⑪0

4 日 本 国 有 鉄 道
葭 阜 工 事 局

NATM工 法による トンネル改築に関する調

査 3,000

5 日本 国 有 鉄 道
信 濃 川 工 事 局

トンネルライニングの合理的施工法に関する

資料収集調査 3,⑪ ⑪0

6 日本道路公団本騒 トンネル湧水調査法に関する調査研究 価) 4,956

7 圏 本 道 路 公 団
東京第二建設局

関越 自動車道関越 トンネル賦ックボル トエの
現場設計法に関する研究② 4,956

8 日 本 道 路 公 団
仙 台 建 設 局

山岳 『ンネル施工に伴 う地表沈下の防止対策
に関する調査研究 5,367

9 日 本 道 路 公 団
大阪建設局海南
湯浅道路工事
事務所

海南湯浅道路換気立抗の設計施工技術に関す
る調査研究

4,81⑪

1⑪ 日 本 道 路 公 団
大 阪 建 設 局

四国横断自動車道(大 豊～南国)ト ンネル群
の設計 ・施工技衛に関する調査研究 4,586

11 日本鉄道建設公団
東 京 支 社

NATMの 積算及び契約示方に関する資料の

解析 4,2⑪0

12 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

海鹸連絡鉄道の技衛に関する文献資料調査
6,000

13 日本鉄道建設公団

東京新幹線建設局
上越新幹線建設に伴 うトンネル湧水対策に関

する調査 44,100

14 横 浜 市
交 通 局

高速鉄道3号 線三つ沢下町駅及び三つ沢上町
駅の山岳 トンネル断面の設計に関する研究 1,000

15 横 浜 市
交 通 局

高速鉄道3号 線三つ沢下町駅及び三つ沢上町
駅の山岳 トンネルの施工に関する研究 L700

16 鋼 材 倶 楽 部 スチールファイバーコ ンクリー トの トンネル

用設計施工指針 の作成

9,400

合 計 105,605

一57一



昭和55年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額 《千円)

1 労 働 省
労 働 基 準 局

坑内の照明、通路等の作業環境に関する技

衛基準の作成 1,5⑪ ⑪

2 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

『ンネル変状の実態調査とその原因の解明
に関する研究 《その2》 3,⑪0⑪

3 日 本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

膨張性地山におけるNATMの 合理的施工
法の調査研究 《その齢 2,⑪ ⑪⑪

4 日 本 国 有 鉄 道
妓 阜 工 事 局

NATMに よる トンネル改築 に関す る調査

12) 3,⑪ ⑪⑪

5 日 本 道 路 公 団
本 社

トンネル爆破技衛に関する調査研究
3,96⑪

6 日本 道 路 公 圃
仙 台 建 設 局

山岳 トンネルの地表沈下防止及び不良地盤
薄策に関する調査研究1そ の 銃 6,⑪ ⑪7

7 日 本 道 路 公 団

東京第一建設局

山岳 『ンネルの漏水防止の設計旛工に関す
る調査研究 4,98⑪

霧 日本 道 路 公 団
大 阪 建 設 局

四国横断自動車道(大 豊一南国》山岳 トン
ネルにおける特殊施工に関する調査研究

魂,9⑪2

9 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

海峡連絡鉄道の技衛に関する文献資料調査
6,7⑪ ⑪

1⑪ 日本鉄道建設公団
東 京 新 幹 線
建 設 局

上越新幹線建設に梓 うトンネル淺水対策に

関する調査 12,3⑪ ⑪

11 東 京 電 力 ㈱
送変電建設本部

深部洞道建設技術に関する研究のうち地中
送電用深部立坑 ・洞道の調査 ・設計 ・施工
指針 5,1⑪ ⑪

合 計 53,449
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昭和56年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 金額(千 円)

1 労 働 省
労 働 基 準 局

坑内で使用する建設機械に関する安全作業

基準の作成 2,000

2 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

NATMの 合理的施工法の研究

3,1⑪0

3 日 本 国 有 鉄 道
大 阪 工 事 局

硬岩NATMに おける二次覆工の設計施工
に関する調査研究 4,50⑪

4 日 本 国 有 鉄 道
東京第二工事局

鉄道 トンネルのNATMの 計測に関する調
査研究 2,9⑪ ⑪

5 日 本 道 路 公 団
本 社

トンネル爆破技衛に関する調査硯究
(その2) 6,235

6 日 本 道 路 公 団
本 社 トンネル工事INATM)の 実態調査 5,971

7 日 本 道 路 公 団

広 島 建 設 局
トンネル施工に梓 う溺水渇水に関する調査

研究 5,893

8 日 本 道 路 公 圃
本 社

山岳 トンネルの事前調査に関する硯究
1,53⑪

9 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

溝醸線連絡鉄道の技衛に関する文1獣資料調
査 7,460

1⑪ 日本鉄道建設公団
東京新幹線建設局

上越新幹線建設に馨 う湧啄対策に関する調

査 12,⑪ ⑪⑪

ll 東京都下水道局 市衝地における下水道シール ド工法の覆工
の効果的なあり方に関する実験的研究 11,2⑪0

12 藁京都下水道局 まだ固まらない人工軽量骨材コンクリー ト
圧送試験等に関する実験的研究 15,50⑪

13 東 京 電 力 醐
送変電建設本部

深部洞道建設技爾に関する研究のうち地中
送電用深部立坑、澗道の調査 ・設計 ・施工
捲針(上 期) 5,100

14 東 京 電 力 ㈱
送変電建設本部

〃

(下期) 8,800

15 関 西 電 力 禰 トンネル掘削に伴 うゆるみ領域の調査

(上期) 1,000

16 関 西 電 力 禰 "(下 期) 3,000

合 計 96,189
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昭和57年 度受託業ig-'覧 表

委 託 者 委 託 件 名 契約(千 円)

1 労 働 省 局
労 働 基 準 局

トンネル建設工事における安全施工のた
めのボーリング等の事前調査の方法に係
る基準の研究 2,0⑪ ⑪

2 労 働 省 局
労 働 基 準 局

トンネル建設工事 に係 るセーフテ ィ ・ア
セスメ ン ト指針の具体的手法に関す る研

究 1,5⑪ ⑪

3 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

NATMの 合理的施工法の研究

5,⑪ ⑪◎

4 日 本 国 有 鉄 道
大 阪 工 事 局

硬岩NAT越 における二次覆工の設計施
工に関する調査研究 魂,7⑪⑪

5 日 本 国 有 鉄 道
東 京 第 二 工 事 局

鉄道 『ンネルのNATMの 計湖に関する
調査研究 4,95⑪

6 日 本 道 路 公 団
本 社

『ンネル工事 《NATM》 の実態調査

《その2) 7,927

7 日 本 道 路 公 団

本 社
プ レキ ャス ト覆工に開す る研究

6,1⑪6

霧 日 本 道 路 公 圃
本 社

山岳 トンネルの事前調査に関する研究
(その の 5,』84

9 日 本 道 路 公 団
広 島 建 設 局

トンネル施工に梓 う溝水渇水に関する

研究 《その齢 6,679

1⑪ 日本鉄道建設公団
青 函 建 設 局

梅鹸線連絡鉄道の技衛に関する文獄資料
調査 ⑭,5⑪⑪

11 本州四国連絡橋公団
児 島 工 事 々務 駈

鷲羽山 トンネルの技衛検討業務
尋,891

12 本粥四国連絡橋公団
第 二 建 設 局

民家密集地における被りの浅い トンネル
工法の検討 11,295

13 東 京 都 下 水 道 局 市街地における下水道 シール ド工法の覆
工の効果的なあり方に関する実験的研究
(その2)

25,600

計 13件 94,332・
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昭和58年 度受託業務一覧表

一

委 託 者 委 託 件 名 契約(千 円)

1 科 学 技 衛 庁 地下防災避難 システムモデルの作成 1,100

2 労 働 省
労 働 基 準 局

推進工事の安全施工基準に関する調査研
究 2,500

3 日 本 国 有 鉄 道

東 京 第 一 工 事 局
鉄道 シール ドトンネルの漏水対策に関す
る調査研究 4,50⑪

4 日 本 国 有 鉄 道
東 京 第 二 工 事 局

鉄道 トンネル におけるNATMの 吹付 コ
ンクリー トによる トンネル覆工調査研究 4,790

5 日 本 国 有 鉄 道
藁 京 第 三 工 事 局

赤羽台 トンネル防振対策の研究
5,330

6 日 本 道 路 公 団
本 社

山岳 トンネルの地山評価に関する研究
11,5⑪9

7

本 荘
山岳 トンネルの坑口部および坑内交又部
の設計施工に関する研究 4,136

8
新 篇 建 設 局

トンネル内吹 付コ ンク リー一ト施工時 の坑

内作業環境に関 する調査研究 5,718

9 日本鉄道建設公団

東 京 支 社
京葉都心線 トンネルの設計施工技術に関
する研究 4,900

1⑪ 　　 it

青 函 建 設 局
海峡連絡鉄道の技衛に関する文献資料調
査 8,10⑪

11 本粥四国連絡橋公団
児 島 工 事 事 務 所

鷲羽山 トンネルの技術検討業務
1,888

12 東 京 都 下 水 道 局 市街地における下水道 シール ド工法の覆
工の効果的なあり方に関する実験的研究

(その3) 23,900

13 東 京 電 力 ㈱ 重要構造物近接部における設計施工指針
の研究 1,900

14 関 西 電 力 禰 T關 による山岳 トンネル破砕帯郡の推進

速度向上対策および地山安定工法の設計
5,000

計 14件 85,271
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昭和59年 度受託業務一覧表

委 託 者 委 託 件 名 契約1千 円》

1 労 翰 省
労 働 基 準 局

ナ トムにおける安全対策に関する調査醗

研究 藷,5⑪⑪

£ 日 本 国 有 鉄 道

藁 京 第 一 工 事 局
鉄道シール ド『ンネルの漏承対策に開す
る調査研究 3,⑪ ⑪⑪

3 日 本 国 有 鉄 道
盛 岡 工 事 局

鉄道 『ンネルにおけるNATMの 吹付 コ
ンク リー トによ る 曇ンネル覆工調査観究 魂,95⑪

4 日 本 国 有 鉄 道

藁 京 第 三 工 事 局
赤羽台 トンネル防振封策の研究

5,88⑪

5 日本道路公団本社 幽暴 トンネルの地山評緬に関する蘇究
その2 6,雌8

6 羅本道路公団本社 山岳 トンネルの坑口蔀および坑内交又部
の設計施工に蘭する研究 その 慧 歌,922

7 醤本道路公極本社

薪 潟 建 設 局
北陸自軸車道 トンネル内吹赫コンクリー
馨旛工時の坑内作業環境に閣する調査碑

究 その£ 14,610

8 醤本鉄道建設公鐡
東京支社

京葉都心線 鷲ンネルの設計旛工技衛に闘
する研究 魂,9⑪⑪

9 醤本鉄道建設公圃
閣東支被

タイヤ方式による トンネルず り運機 を考

慮 した トンネルの設計旛工 に関す る硫究 霧,⑪oo

lo 礪本鉄道建設公國
青函建設局

海峡連絡鉄道の技衛に閣する文獣資料認
査 呂,1⑪⑪

鷺 本粥四国連絡橋公圃
児 島 工 事 事 務 漸

鷲羽幽 トンネルの披衛検討業務
2,⑪o⑪

12 東 京 都 下 水 道 局 市街地における下水遵シール ド工法の覆
工の効果酌なあり方に開する実験的研究
その4 露2,6⑪ ⑪

13 神奈遡県橿浜治水
事務断

嵯子珊分水路 『ンネル工事技衛検討業務
9,魂3⑪

14 東 京 電 力 舖 重要構造物近接部における設計施工指針
の研究 《下期》 5,687

15 東 京 電 力 舗 it

《上期) 7,85⑪

16 東 京 電 力 舖 合理的 『ンネル設計 ・施工のための諸灘

定の調査研究 4,』6⑪

1 計 118,7⑪7
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別紙8読 者賞受賞者 一覧

第1回 読者賞(55.5。12)

第1席 ‡4～9月 号 「メタンガス爆発防止対策入門」

石井 康夫 大成建設㈱土木本部技衛担当部長

第2席:12月 号 「地すべり地帯の坑口施工」

高松 真 日本道路公団新潟建設局柏崎工事事務所副所長

内橋 初義　　　　　　　　　it　 it　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事長

宮騎 晃 清水建設㈱、西松建設鮒JV所 長

第3席 ‡1、8月 号 「大規模地下空洞の掘削」

三宅 清士 東京電力㈱利根水力総建設所第二建設所長

第2回 読者賞 《56.5.28)

第1庸 』7,8月 号 「超膨張性地山にお けるNATMの 施工」(1)、(2)

吉村 恒<H本 国有鉄道新幹線建設局長)

飯田 堅雄1・t東 京第二工事局土木第一課長>

高田 允温 《t't・ 網代工事区技衛助役》

第 露庸 』5月 号 「最近 の シー一}Vド」

佐 々木道雄(東 京都交通局高速電車建設本部計画部設計課長)

古林 徹(大 成建設㈱中川幹線 シール ド作業所長)

第3庸 ‡3月 号 「硬岩 にお けるNATMの 施工」

盛岡 興治 《日本国有鉄道大阪工事局線増第一課長》

村川 孝一(・t線 増課補佐)

須々木 茂　　 (　 it　　　 　　 　生瀬工事区長)
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第3回 読者賞(57。5。28)

第1席:6月 号 「中硬岩におけるNATM」

須々木 茂 日本国有鉄道大阪工事局線増第一課補佐

安斎 茂紀 前田建設工業㈱大阪支店名塩作業所長

中村 敏夫 〃 技術研究所

第2席:11月 号 「膨圧部の トンネル挙動」

川本 眺万 名古屋大学工学部教授

磯谷 勇輔 日本道路公団恵那山 トンネル工事事務所所長

木村 洋行 大成建設㈱恵那山工事事務所工事課長

第3席:3・6月 号 「神居古潭変成帯を掘 る」

狩野 治雄 北海道開発局室蘭開発建設部道路第 一課長

吉村 昭次 〃 〃 穂別道路改良事業所長

古根 征克 〃 〃 道路第一課建設係長

永山 勝 〃 〃 道路第一課技術主任

第4回 読者賞(58。5。9)

第1席:12月 号 「古生層多層地山におけるNATM」

井上 初男 日本道路公団大阪建設局高知工事事務所長

野村 昌弘 〃 〃 大豊工事長

谷 信弘 〃 〃 大豊工事区

第2席:10月 号rNATMに よる駅部大断面の施工」

中島 順雄 日本国有鉄道大阪工事局線増第一課長

伊藤 利三 西松建設㈱宝塚出張所長

鎌田佳一郎 〃 土木建設部設計課主任技師
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第3席 ‡6月 号 「山岳 トンネルの地表沈下防止対策」

井出 節雄 日本道路公団仙台建設局工務課調査役

第5回 読者賞(59.5.31)

第1席:4月 号 「中央構線に沿う地すべり地帯を掘る」

横山 治郎 日本道路公団大阪建設局伊予三島工事事務所長

久野 富弘 〃 〃 東工事長

石原 久 大成建設㈱的之尾 トンネル作業所所長

第2席 ‡3月 号 「青函 トンネルの施工(15)」

大迫 哲 日本鉄道建設公団海峡線第一課総括補佐

第3席:6月 号 「津軽海峡線 トンネル群の計画と施工(1)」

佐藤 能章 日本鉄道建設公団札幌支社長

宮林 秀次 〃 〃 計画課補佐

小関 宗雄 〃 〃 工事第二課係長
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